
2.2 開発成果

　
第 2.2節では、数値予報システムに導入した開発成果を報告する。今年度の年報においては、数値予報開発セン
ター発足前の気象庁予報部数値予報課で実施した 2019年 4月から 2020年 9月までの開発成果と、数値予報開発セ
ンター発足後の 2020年 10月から 12月までの開発成果を報告する。

表 2.2.1 2019年 4月から 2020年 12月までに数値予報システムに導入した開発成果

項 表題 運用開始日

第 2.2.1項 GOES-16 CSRの全球解析への利用 2019年 6月 18日

第 2.2.2項 ハイブリッド同化の全球解析への導入 2019年 12月 11日

第 2.2.3項 マイクロ波輝度温度全天同化とアウターループの全球解析への導入 2019年 12月 11日

第 2.2.4項 Metop-C/ASCATデータの全球解析への利用 2019年 12月 11日

第 2.2.5項 ASCAT早期配信データの利用 2020年 2月 26日

第 2.2.6項 全球モデルの改良 2020年 3月 24日

第 2.2.7項 全球アンサンブル予報システムの改良 2020年 3月 24日

第 2.2.8項 メソ解析とメソモデルの改良 2020年 3月 25日

第 2.2.9項 GOES-16 AMV及び ScatSat-1/OSCATの全球解析への利用開始 2020年 7月 29日

第 2.2.10項 局地解析におけるひまわり 8号 CSRデータ利用拡大 2020年 7月 29日

第 2.2.11項 全球解析における Metop-C マイクロ波サウンダ AMSU-A および
MHSの利用開始

2020年 9月 15日

第 2.2.12項 メソアンサンブル予報システムの改良 2020年 9月 16日

第 2.2.13項 日本沿岸海況監視予測システムの導入 2020年 10月 28日
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2.2.1 GOES-16 CSRの全球解析への利用
2.2.1.1 はじめに
気象庁の全球解析では、日本、欧州、米国が運用す
る静止気象衛星から得られる水蒸気バンドの晴天放射
輝度温度 (CSR: Clear-Sky Radiance) データを利用し
ている。水蒸気バンドのCSRデータを同化することに
より、対流圏の中上層の水蒸気量を中心に初期値の精
度が改善することが確認されている (石橋・上沢 2007;

計盛 2016; 岡部 2019)。
南北アメリカおよび大西洋領域を観測する米国の静
止気象衛星 GOES (Geostationary Operational Envi-

ronmental Satellite) -Eastは 2017年 12月に、それま
でのGOES-13から新型のGOES-16に切り替わった。
気象庁では 2018年 4月より GOES-16の CSRデータ
の取得を開始し、同データ利用のための開発及び調査
を実施してきた。この結果、2019年 6月 18日より全
球解析にて同データの利用を開始した。本項では、そ
の開発と調査の概要を報告する。

2.2.1.2 GOES-16 CSRの品質
GOES-16に搭載されているAdvanced Baseline Im-

ager (ABI) は、ひまわり 8号に搭載の Advanced Hi-

mawari Imager (AHI) と同じシリーズのセンサーであ
り、AHIと同じ周波数帯の 3つの水蒸気バンドを搭載
している。この品質を確認するため、ひまわり 8号の
CSRデータと同等の品質管理 (岡部 2019)を適用し、
性能評価試験によるデータ同化実験を行った。実験環
境として、2019年 1月時点の現業数値予報システム相
当にGOES-16 CSRデータを追加利用し、実験期間は
2018年 7月 10日から 2018年 9月 11日（夏実験）と
2018年 12月 10日から 2019年 2月 11日（冬実験）で
ある。GOES-East領域はこれまで CSRデータが全く
利用されず、この付近の第一推定値の精度が低下して
いたことから、CSRデータが十分に利用された実験期
間の終盤でGOES-16 CSRデータの品質を確認するこ
とにした。その結果、GOES-16 CSRデータの品質は
ひまわり 8号 CSRデータと同程度であることを確認し
た。一例として、夏実験による観測値と第一推定値の
差 (O−B) のヒストグラムの比較図を図 2.2.1に示す。

2.2.1.3 GOES-16 CSRの全球解析への影響
GOES-16 CSR データの品質はひまわり 8 号 CSR

データと同程度であることから、業務化試験によって
GOES-16 CSRデータを利用した影響を確認した。実験
設定として、性能評価試験と同じく 2019年 1月時点の
現業数値予報システム相当をコントロール実験 (CNTL)

とし、これにGOES-16 CSRデータを追加利用した実
験をテスト実験 (TEST) とした。実験期間は性能評価
試験より延長して、2018年 6月 12日から 2018年 10

月 11日（夏実験）と 2018年 11月 21日から 2019年
3月 11日（冬実験）である。なお、各実験期間より前
に、助走として 11日間のデータ同化実験を実施した。

まず、GOES-16 CSRデータの利用により、対流圏
での比湿の解析値が変化した。図 2.2.2で示すように、
GOES-16の観測領域内であるアメリカ大陸周辺の熱帯
域にて、300 hPaではより乾燥化し、700 hPaではよ
り湿潤化した。同図のラジオゾンデに対する比湿の解
析値のバイアスとは逆符号の変化をしていることから、
GOES-16 CSRデータを同化することにより、解析値
における比湿バイアスが軽減してラジオゾンデ観測に
近づいたことを示している。このことは冬実験におい
ても同様であった。他にも、対流圏の水蒸気や気温に
感度のある衛星データやラジオゾンデデータの O−B

標準偏差が減少、特に、GOES-16の観測領域でのマイ
クロ波水蒸気サウンダデータとの O−B標準偏差が顕
著に減少した（図略）。
次に、予測への影響について確認した。対初期値検
証や対ラジオゾンデ検証から、3日予測にかけて熱帯
で気温、風、高度の二乗平均平方根誤差 (RMSE) が減
少した（図略）。一方で北半球 500 hPa高度の RMSE

が夏実験で増加した（図 2.2.3左）。この誤差の増加は、
予測時間が進むにつれて北極域から拡大して生じてい
ることが分かった。この原因究明は、今後の課題であ
る。冬実験では 500 hPa高度の RMSEが 120時間予
測にかけて減少した（同図右）。

2.2.1.4 まとめ
米国の静止気象衛星 GOES-13 の後継機である

GOES-16のCSRデータの利用に向けて調査を行った。
GOES-16 CSRデータを利用することで、観測領域で
の比湿解析値のバイアスが軽減、対流圏の水蒸気や気
温に感度のある衛星データやラジオゾンデデータとの
整合性が向上した。予測においては、夏実験の北半球
にて 500 hPa高度が改悪したが、熱帯では改善が見ら
れた。この調査により、2019年 6月 18日に全球解析
にて GOES-16 CSRデータの現業利用を開始した。

参考文献
石橋俊之, 上沢大作, 2007: 静止衛星イメージャ. 数値
予報課報告・別冊 53号,気象庁予報部, 106–120.

計盛正博, 2016: ひまわり 8号晴天放射輝度温度の利
用開始. 平成 28年度数値予報課研修テキスト,気象
庁予報部, 46–49.

岡部いづみ, 2019: ひまわり 8 号のバンド 9, 10 及
び Meteosat のチャンネル 6 の晴天放射輝度温度
(CSR:clear-sky radiance) データの追加利用. 令和
元年度数値予報研修テキスト, 気象庁予報部, 56–57.
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図 2.2.1 ひまわり 8号（左）および GOES-16（右）の品質管理およびバイアス補正済み CSRデータ [K] の O−Bヒストグラ
ム。赤色がバンド 8、青色がバンド 9、緑色がバンド 10を表す。各図の右上の数字は、baが O−Bの平均値、sdが O−Bの
標準偏差、numがサンプル数を表す。期間は夏実験最後の 11日間である 2018年 9月 1日から 2018年 9月 11日。

図 2.2.2 CNTLにおける比湿解析値 [g/kg]のラジオゾンデ観測データに対するバイアス (a) と比湿解析値の TESTと CNTL
の差 (b) 。上段が 300 hPa、下段が 700 hPa。期間は夏実験。

図 2.2.3 北半球 500 hPa高度の予測時間別の対初期値 RMSEの TESTと CNTLの差 [m]。左が夏実験、右が冬実験。負の
値ほど TEST実験の誤差が減少したことを示す。
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2.2.2 ハイブリッド同化の全球解析への導入
2.2.2.1 概要
気象庁の全球モデルに初期値を提供するための全球
解析について、数値予報課では、4次元変分法 (4D-Var)

の背景誤差として従来から用いてきた気候学的な背景
誤差に加えて、局所アンサンブル変換カルマンフィル
タ (LETKF, Hunt et al. 2007)による予報摂動を利用
するハイブリッド同化システムの開発を進めてきた。
その狙いは、LETKFによる流れ依存の背景誤差情報
を利用することによる解析・予報精度の向上である。
性能評価のため夏冬それぞれ約 3か月間の解析予報サ
イクル実験を実施し、観測値と第一推定値の差 (O−B)

の標準偏差の全般的な減少や、冬半球を中心とした予
報精度の向上等が確認できた。本変更は 2019年 12月
に全球数値予報システムに導入された。

2.2.2.2 変更の概要と基礎調査
気象庁の数値予報システムの全体像については JMA

(2019)を参照されたい。今回開発を進めてきたハイブ
リッド同化システムにおいては、気候学的な背景誤差と
LETKFのアンサンブル予報摂動が表現する背景誤差
の混ぜ合わせを表現するために、4D-Varのコスト関数
J をアンサンブル摂動に関する拡張制御変数 (Lorenc

2003)を用いて、
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とする。ここで、Jcは束縛項を、HHH, MMM, BBB, RRRはそれぞ
れ接線形観測演算子、摂動予報演算子、気候学的な背景
誤差共分散行列、観測誤差共分散行列を、dはO−Bを
表す。Kはアンサンブルメンバー数、XXXkはメンバー k

のアンサンブル予報摂動（
√
K − 1で規格化）であり、

CCCはアンサンブル予報摂動が表現する背景誤差に対し
て適用する局所化を定める行列である。局所化はガウ
ス型で重みが e−1/2 となる距離を水平 800 km、鉛直
0.8(対数気圧)としている。演算子 ◦は要素ごとの積を
表す。β1, β2はそれぞれ気候学的な背景誤差、アンサン
ブル予報摂動が表現する背景誤差の重みを決めるパラ
メータであり、β1

2 = 0.85, β2
2 = 0.15とした（ただし、

50 hPaより上では β1 = 1, β2 = 0 へと徐々に変化）。
δxと αk は気候学的な背景誤差とアンサンブル予報摂
動が表現する背景誤差それぞれに由来する場の修正量
を決める変数であり、β1BBB

1
2 δx+β2

∑K
k=1XXXk ◦ (CCC

1
2αk)

が同化ウィンドウ先頭時刻における場の修正量となる。
このように本定式化では、同化ウィンドウ先頭時刻の背

景誤差として気候学的背景誤差に加えてアンサンブル
予報が表現する背景誤差が利用されるようになり、同化
ウィンドウ内での背景誤差の時間発展は従来の 4D-Var

と同様に演算子MMMに従う。β1 = 1, β2 = 0の時、気候
学的な背景誤差のみを用いた 4D-Varのコスト関数と
一致する1。LETKFは既に気象庁の全球アンサンブル
予報システム (山口 2017)の初期摂動作成処理の一部
として現業運用されており、それを全球解析に移植す
る形で実装した。なお、アンサンブル予報摂動に対し
ては LETKFによる共分散膨張に加え、アンサンブル
予報摂動による背景誤差が気候学的な背景誤差とモデ
ル鉛直層の各層で一致2するように膨張をかけている。
変更の影響をみるための簡単なテストとして、このハ
イブリッド同化システムを用い、500 hPa高度 (Z500)

に疑似観測を 1点同化した際のモデル面 25層目（約
700 hPa）の気温のインクリメントの比較を図 2.2.4に
示す。同化ウィンドウの先頭で同化した場合では、気
候学的な背景誤差のみを用いた場合には観測点の周辺
に同心円状のインクリメントが入る（図 2.2.4(a)）。ア
ンサンブル予報摂動を利用することにより、第一推定
値における気温勾配が急な方向へのインクリメントの
広がりが小さいなど流れ（気温の場など）に依存した
インクリメントの構造が表現されるようになることが
わかる（図 2.2.4(b)(c)）。また、アンサンブル予報摂
動のみを背景誤差として用いた場合にも遠方のインク
リメントが減衰するなど、局所化が適切に機能してい
ることがわかる（図 2.2.4(c)）。同化ウィンドウの末尾
に同化した場合には、ハイブリッドと気候学的な背景
誤差のみを用いた 4D-Varで大きな違いはないが（図
2.2.4(d)(e)）、アンサンブル予報摂動を利用することに
よってインクリメントはわずかに変化している。

2.2.2.3 性能評価のための実験
性能評価のため 2018年 12月における全球数値予報
システムをベースとした解析予報サイクル実験を実施
した。全球解析には予報結果を決められた時刻までに
提供するための速報解析と、解析の品質を維持するた
め観測データの入電を十分待ってから行うサイクル解
析とがある。本実験ではサイクル解析のみを実施し、
予報はサイクル解析の結果を初期値として実行した。
実験期間は以下の通りとした。

• 解析（夏）: 2018年 6月 2日～2018年 10月 11日
• 予報（夏）: 2018年 6月 12日～2018年 10月 11日
• 解析（冬）: 2017年 11月 10日～2018年 3月 11日
• 予報（冬）: 2017年 11月 20日～2018年 3月 11日

ハイブリッド同化システムを導入する前の実験をコ
ントロール実験 (CNTL)、導入した実験をテスト実験
(TEST)とする。

1 変数 αk が使われるのは 1
2

∑K
k=1 αk

Tαk のみとなり、コス
ト関数 J を最小化する αk の値は 0となる。
2 各モデル面における水平全球平均が一致。
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図 2.2.4 500hPa高度に疑似観測を同化ウィンドウの先頭（上段）と末尾（下段）に入れた際の 25層目（約 700 hPa）の気温
のインクリメント（黒等値線）の比較。それぞれ、同化した観測の時刻におけるインクリメントを比較している。左から、気
候学的背景誤差のみを用いた場合、ハイブリッド (β1

2 = 0.85, β2
2 = 0.15)、LETKFの背景誤差のみを用いた場合を示す。

なお、第一推定値の気温（高度は黒線に同じ）を色等値線、疑似観測を与えた場所を黒丸で示す。

(1) 第一推定値・解析値の変化
図 2.2.5に全球解析に利用している代表的な観測とし
て、ラジオゾンデの気温、マイクロ波サウンダAMSU-

A及びMHS、マイクロ波イメージャ、GNSS掩蔽観測
のO−Bの標準偏差の変化率 ((TEST−CNTL)/CNTL)

と品質管理を通過して同化に利用された観測数の変化
率を示す（夏実験）。どの観測種別でも概ねO−Bの標
準偏差は減少しており、同化に使用される観測数も増
えている。冬実験も同様の結果であった（図略）。
図 2.2.6に冬実験における代表的な要素の平均解析
場の変化を示す。全球的に対流圏の主要要素の平均解
析場に大きな変化は見られない。以下、図は省略する
が、日本付近では冬実験で対流圏下層の気温がわずか
に上昇、対流圏中・下層の高度場がわずかに上昇する
変化が見られたが、これらはいずれも対ゾンデの解析
バイアスを減少させる方向の変化となっている。また、
日本の南海上で概ね 850 hPaより下層でわずかに比湿
を増加させ、700 hPaより上層でわずかに比湿を減少
させる傾向が見られる。これは、850 hPa付近を除い
て対ゾンデの解析バイアスを増加させる方向の変化で
あるが、変化幅は小さい。また、夏実験における日本
付近の平均解析場の変化は冬に比べて小さい。

(2) 予報の変化
図 2.2.7に夏実験の気温の対解析値、対 ECMWF解
析値3の東西平均の二乗平均平方根誤差 (RMSE)の改

3 欧州中期予報センター (ECMWF)の全球数値予報システ
ムによる客観解析値、独立資料を用いた検証の目的で利用す

善率 ((CNTL−TEST)/CNTL)を示す。全般にRMSE

は減少し、改善しているところが多い。南極上空で予
報初期の対解析値のRMSEの増加が見られるが、南極
のゾンデ観測に対するRMSEは減少しており、必ずし
も改悪とは言えない。また、熱帯成層圏の予報初期に
も対解析値RMSEの増加が見られるが、これについて
も熱帯成層圏では予報初期にゾンデの観測に大きく寄
せていることを確認している（図略）。日本付近では
冬実験の 925 hPaの気温で対解析値 RMSEの増加が
見られるが、TESTでは解析値の気温を上昇させ、境
界層内の低温バイアスを解消する方向に変化する一方
で、予報では低温バイアスが残ることにより、結果的
に対解析値のバイアスが拡大し、RMSEの増加につな
がっていることがわかった（図略）。その他について
は全般に RMSEが減少し、予報精度は改善している。
図 2.2.8 および図 2.2.9に対流圏の主要要素についての
夏実験、冬実験の対解析値と対ゾンデのRMSE改善率
と改善・改悪の有意性検定結果を示す。冬半球側を中
心に全般に予報誤差は減少し、改善していることがわ
かる。
また、変更前後の日本付近の予報事例については、

CNTLとTESTで誤差パターンが大きく変わるような
事例は見られず（図略）、GSMの予測の利用上の留意
点等は変更前後で大きく変わらないと考えられる。

る。
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図 2.2.5 観測値と第一推定値の差 (O−B)の標準偏差の変化率（本文参照）と観測使用数の変化率で、各観測種別に対して二枚
の図をセットとしたもの（左側が前者、右側が後者）。変化率の単位は [%]。左側の二列は夏実験のラジオゾンデの気温（上か
ら北半球、熱帯、南半球）に対するもので、各図縦軸は気圧 [hPa]。右側の二列はマイクロ波サウンダ AMSU-AおよびMHS
（上）、マイクロ波イメージャ（中）、GNSS掩蔽観測（下）に対するもので、各図縦軸は上二つがチャンネルの別、下は高度
[km]。

PSEA Z500

T850 TPW

図 2.2.6 冬実験の平均解析場の TEST−CNTL。左上、右上、左下、右下はそれぞれ海面更正気圧 [hPa]、500 hPa高度 [m]、
850 hPa気温 [K]、可降水量 (TPW, Total Precipitable Water)[mm]を示す。各図の右側に東西平均図も示す。
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FT=24h FT=48h FT=72h FT=96h

1hPa

100hPa

1000hPa

200hPa

1000hPa

図 2.2.7 対解析値（上段）、対 ECMWF解析値（下段）の気温の予測の東西平均の RMSEの改善率（本文参照）[%]。暖色は
TESTで RMSEが減少していることを示す。左から FT=24, 48, 72, 96 hの結果。

☛�✁✂

RMSE✆✄☎ ☛✝✞

図 2.2.8 夏実験の対流圏主要要素の RMSEの改善率 [%]（左図）と TESTと CNTLのスコア差の有意性判定（右図：スコア
カード）。上段が対解析値、下段が対ゾンデの結果。検証領域は左から北半球（20 °N–90 °N）、熱帯（20 °S–20 °N）、南半球
（20 °S–90 °S）、日本周辺（110 °E–150 °E, 20 °N–50 °N）、北西太平洋領域（100 °E–180 °E, 0 °N–60 °N）。要素は上から
500 hPa高度、海面更正気圧（対ゾンデは 700 hPa気温）、850 hPa気温、250 hPa風速、850 hPa風速、700 hPa相対湿
度。スコアカードはそれぞれ上から RMSE、アノマリー相関係数 (ACC)（対ゾンデは相関 (CC)）、バイアスで、黄色、灰色
がそれぞれ統計的に有意に改善、悪化していることを示す（塗りつぶし面積が広いほど統計的有意性が大きい）。
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RMSE✆�✁ ☛✂✄

☛☎✝✞

図 2.2.9 図 2.2.8と同様、ただし冬実験の結果。

2.2.2.4 まとめ
気象庁の全球解析の 4D-Varにおいて、気候学的な背
景誤差に加えて LETKFのアンサンブル予報摂動を背
景誤差として利用したハイブリッド同化システムを開
発し、性能を評価した。O−Bの標準偏差の減少、冬半
球を中心とした予報精度の向上が確認できた。このこ
とから本変更は、衛星観測によるマイクロ波観測輝度
温度データの全天同化利用開始 (Shimizu et al. 2020)

と共に、2019年 12月に全球数値予報システムに導入
された。
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2.2.3 マイクロ波輝度温度全天同化とアウタールー
プの全球解析への導入

2.2.3.1 はじめに
衛星に搭載されたマイクロ波センサー（イメージャ
やサウンダ）によって観測される輝度温度には、地球
表面の状態や、大気の状態（気温、水蒸気量、雲や降水
粒子）に応じた放射や散乱などの様々な情報が含まれ
る。これらの情報を含む輝度温度を数値予報の初期値
解析で適切に同化することで、初期値としてより現実
に近い大気状態を作成することができる。気象庁の数
値予報システムにおいて、マイクロ波センサーをはじ
めとする輝度温度データは、これまで晴天域のデータ
のみが利用（晴天同化）されてきた（佐藤・江河 2007、
計盛 2015など）。
本稿では、2019年 12月 11日、全球解析において開始
した、雲・降水域を含むマイクロ波輝度温度データの同
化（全天同化）およびアウターループの導入（Kazumori

and Kadowaki 2017; Shimizu et al. 2020）について概
要を報告する。マイクロ波センサーの輝度温度を全天
同化で利用することで、雲・降水の情報がより多く取
り込まれ、解析値や予測値において、特に水蒸気場の
精度改善が見込まれる。なお、本変更は、第 2.2.2項に
示す、ハイブリッド同化とともに現業システムに導入
された。

2.2.3.2 品質管理手法の変更
まず、全天同化の対象とするマイクロ波イメージャ
およびマイクロ波水蒸気サウンダについて、本変更の
前後における、晴天同化および全天同化の導入状況に
ついて示す（表 2.2.2）。本変更時点で全天同化に未対
応のセンサー（表中○印）については、2020年 12月現
在、全天同化の導入に向けて開発中である。なお、マ
イクロ波イメージャ（19, 23および 37GHz）は海上の
み、マイクロ波水蒸気サウンダ（183GHz）は海上およ
び陸上でデータを利用している。
次に、全球解析においてマイクロ波センサーの輝度
温度データを全天同化するために適用した、主な品質
管理手法の変更を以下に示す。

1. 放射伝達計算に、雲・降水を考慮できるRTTOV-

SCATT(Bauer et al. 2006)を使用。

2. マイクロ波イメージャの観測輝度温度データをイ
ンナーモデル格子で平均化し、空間代表性をモデ
ルに合わせた。

3. マイクロ波イメージャの間引き間隔を 200kmから
150kmに変更し、利用データ数を増加。

4. 雲・降水域のデータを利用するため、観測雲水量
（観測データから算出）による、雲・降水の影響を
受けたデータの除去を廃止。

5. 雲・降水の量に応じた観測誤差の設定。

6. マイクロ波イメージャのグロスエラーチェックに
用いる、輝度温度の観測値と計算値の差を、雲・降
水の量に応じた観測誤差で規格化するように変更。

7. マイクロ波水蒸気サウンダのグロスエラーチェッ
ク閾値の最大値を 6Kに設定し、モデルで再現さ
れない深い対流に伴うバイアスを取り除く。

8. 変分法バイアス補正の説明変数から観測雲水量を
除き、晴天同化ではバイアス要因であった雲水量
による輝度温度の変化をシグナルとして利用。

9. マイクロ波イメージャに対し、モデルでは表現が
不十分な、上層の寒気の吹き出しに対応して生じ
るバイアス (cold sector bias) を取り除く処理を
追加。

10. マイクロ波水蒸気サウンダの積雪域データ、高標
高域データは、雲・降水域との判別が困難である
ことから不使用とするように変更。

11. 雲・降水域において第一推定値から計算した輝度
温度の精度が不十分な 89GHzチャンネルの利用
中止。

上記の品質管理の変更を適用した全天同化により、
利用できるデータ数は晴天同化と比較して大幅に増加
した（図 2.2.10）。

2.2.3.3 観測誤差の設定
ここで、上記 5. に示した雲・降水の量に応じた観測
誤差の設定について記す。晴天同化においては、観測
誤差として、センサー・チャンネルごとに設定された
一定値を使用している。これに対し、全天同化におい
ては、晴天域のデータと雲・降水の影響を受けたデー
タを一体的に扱うため、雲・降水の影響の程度をパラ
メータ化し、そのパラメータの関数で観測誤差を設定
するよう変更した。
マイクロ波イメージャ（表 2.2.2 で 19, 23 および

37GHzのチャンネルを利用するセンサー）の場合、Geer

and Bauer (2011)に基づいた観測誤差の設定を行う。
ここでは、海面からのマイクロ波放射が偏光している
のに対し、雲・降水からのマイクロ波放射は非偏光で
あることを利用する。まず、37GHz付近の水平偏波お
よび垂直偏波チャンネルを用い、偏波の程度 P37を以
下のように表す。

P37 = (T v − Th)/(T v
CLR − Th

CLR) ≃ τ237 (2.2.2)

ここで、T v、Th はそれぞれ垂直、水平偏波の輝度温
度で、T v

CLR、Th
CLRはそれぞれ、放射伝達モデルを用

いて雲・降水を考慮せずに（晴天域として）計算した
垂直、水平偏波の輝度温度値である。τ37は雲・降水を
含んだ大気の 37GHzにおける透過率で、上式は雲・降
水の量と偏波の程度が大まかに対応することを示して
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表 2.2.2 各マイクロ波センサーの搭載チャンネル（同化対象の周波数のみ抜粋）および全天同化の導入状況。1行目はチャン
ネル周波数（大まかな値）を表す。記号の意味は、それぞれ、◎：（変更前）晴天同化→（変更後）全天同化、×：（変更前）
晴天同化→（変更後）未同化、●：（変更前）未同化→（変更後）全天同化、○：変更前後とも晴天同化、／：搭載のないチャ
ンネルもしくは変更前後とも未同化、を表す。

衛星/センサー 19GHz 23GHz 37GHz 89GHz 183GHz

Metop,NOAA/MHS ／ ／ ／ ／ ◎

Megha-Tropiques/SAPHIR ／ ／ ／ ／ ○

Suomi-NPP,NOAA-20/ATMS ／ ／ ／ ／ ○

DMSP-F17,18/SSMIS ◎ ◎ ◎ × ○

GPM-core/GMI ◎ ◎ ◎ × ◎

GCOM-W1/AMSR2 ◎ ◎ ◎ × ／

FY-3B,3C/MWRI ● ● ● ／ ／

Coriolis/WindSat ● ● ● ／ ／

図 2.2.10 GCOM-W/AMSR2/ch9の観測輝度温度（上段）および、観測輝度温度と計算輝度温度の差（下段）。左列は晴天同
化、右列は全天同化において同化に利用されたデータの分布を示す。

いる。P37は雲・降水が少ない（透過率が高い）ほど 1

に近く、逆に雲・降水が多いと 0に近いという性質が
ある。雲・降水の影響をより直接的に表すパラメータ
として、C37 を、P37 を用いて以下のように表す。

C37 = 1− P37 (2.2.3)

C37について、(2.2.2)式における T vおよび Thに、観
測値を代入した場合を Co

37、放射伝達モデルを用いた
計算値を代入した場合を Cb

37とする。モデルにおける
雲の有無と、実際の観測における雲の有無の影響の両
方を偏りなく考慮するため、パラメータとして以下の
ように両者を平均した C37 を使用する。

C37 = (Cb
37 + Co

37)/2 (2.2.4)

雲・降水の影響に応じた観測誤差を設定するために行っ
た、輝度温度の観測値と計算値の差（O-B）の標準偏

差と、C37 の関係についての統計の結果を図 2.2.11に
示す。観測誤差はこの統計に基づき、C37 の関数とし
て設定した（図中黒破線）。
マイクロ波水蒸気サウンダ（表 2.2.2で 183GHzの
チャンネルを利用するセンサー）については、37GHz

の垂直・水平偏波のチャンネルが搭載されていないこと
や、37GHzの垂直・水平偏波の差異が利用できない陸
上でのデータを利用するため、Geer et al. (2014)に基
づいた別の方法で雲・降水の影響の程度を表す。ここで
は、雲・降水粒子によりマイクロ波が散乱されることを
利用する。これらのセンサーには、同化する 183GHz

帯のチャンネルとは別に、90GHz付近および 150GHz

付近のチャンネルが搭載されており、150GHz付近で
雲・降水粒子による散乱の効果がより大きい（輝度温
度が低下する）ことを利用し、以下のように散乱イン
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図 2.2.11 雲・降水の影響を表すパラメータ C37 と、観測輝
度温度と計算輝度温度の差（O-B）の標準偏差との関係の
例。GCOM-W/AMSR2/ch7（19GHz垂直偏波）の結果。
赤は観測輝度温度に基づく Co

37、緑は計算輝度温度に基づ
く Cb

37、青は両者を平均した C37 との関係。黒破線は設定
した観測誤差。

デックスを算出する。

SI = (TB90 − TB150)− (TBclr
90 − TBclr

150) (2.2.5)

ここで、TB90およびTB150はそれぞれ、90GHzおよび
150GHz付近の輝度温度を表し、TBclr

90 および TBclr
150

はそれぞれ、90GHzおよび 150GHz付近の、放射伝達
モデルを用いて雲・降水を考慮せずに（晴天域として）
計算した輝度温度を表す。右辺第 2項 (TBclr

90 −TBclr
150)

は、水蒸気による吸収の効果を反映している一方、右
辺第 1項 (TB90 − TB150)は、水蒸気による吸収の効
果とともに、雲・降水粒子による散乱の効果を反映し
ている。つまり、SIは雲・降水粒子による散乱の効果
を抽出したインデックスとなり、値が大きいほど雲・降
水による影響が大きいことを意味する。TB90 および
TB150として、観測された輝度温度を代入した場合の
SIを SIobs、放射伝達モデルを用いた計算値を代入し
た場合を SIFG とし、雲・降水の影響を表すパラメー
タ CSYM を以下のようにする。

CSYM = (SIobs + SIFG)/2 (2.2.6)

モデルにおける雲の有無と、実際の観測における雲の
有無の影響の両方を考慮し、平均した値を用いる点は、
マイクロ波イメージャに対する C37と同様である。観
測誤差についても同様に、輝度温度のO-Bの標準偏差
との統計結果に基づき、CSYM の関数として設定して
いる。

2.2.3.4 アウターループの導入
マイクロ波輝度温度全天同化をより効果的に行うた
めには、モデルの雲・降水表現と観測との乖離が小さ
い解析システムが必要である。これまでの全球解析で
は、低解像度モデル（インナーモデル）を用いた 4次
元変分法（4D-Var）による最小値探索の中で、基本場
を一定としていた。今回の改良では、解析処理の途中
で、暫定的に作成した解析値から高解像度モデル（ア

ウターモデル）を再度実行し、基本場を更新すること
で、解析場をより観測に寄せていく、アウターループ
を合わせて導入した。これまで最小値探索を行う繰り
返し計算の回数は 70回であったが、1ループ目で 35

回繰り返し計算を行った後、アウターモデルを使用し
て基本場を更新し、その後 2ループ目で 35回の繰り返
し計算を行うように変更した。

2.2.3.5 性能評価試験
全天同化およびアウターループを導入した全球数値
予報システムについて、解析値・予測値の改善を確認
するため、解析予報サイクル実験を実施した。コント
ロール実験（CNTL）は、2018年 12月時点における現
業システム相当の全球解析予報システムを用いた。コ
ントロール実験に対して、マイクロ波輝度温度全天同
化およびアウターループ導入に伴う変更を加えた実験
を、テスト実験（TEST）とする。実験期間は、2018年
6月 2日～2018年 10月 11日（夏期間）および、2017

年 11月 10日～2018年 3月 11日（冬期間）である。
ただし、検証には各期間最初の 10日間は利用しない。

(1) 解析値・第一推定値の変化
第一推定値の精度の検証結果として、図 2.2.12に、
同化に利用された観測データの、観測値と第一推定値
の差（FG Departure）の標準偏差の TESTの CNTL

に対する変化率および、品質管理を通過して同化に利
用された観測数の変化率を示す。ここでは、水蒸気に
感度のある観測データのうち、本実験では利用方法を
変更していないデータを中心に結果を示した。概して
標準偏差は減少し、利用データ数が増加している。こ
れは、TESTの変更により、これらの観測データと整
合するように第一推定値の誤差が減少し、精度が改善
したことを示す。また、ラジオゾンデの気温や風速でも
標準偏差の減少が見られ、第一推定値の水蒸気場だけ
でなく、気温や風の場の精度も向上していることが確
認された。第一推定値の精度向上は、解析予報サイク
ルを通じて同化される観測値の影響を受けた結果であ
り、解析値についても精度が向上したことを示唆する。
その他、850hPa比湿や 500hPa高度などの平均解析
場について、ラジオゾンデ観測に対して持つバイアス
を概ね軽減するような変化が確認された（図省略）。

(2) 予測値の変化
図 2.2.13に、夏実験における気温および比湿の予測
値について、ECMWF解析値を参照値とした4、二乗
平均平方根誤差（RMSE）の改善率の帯状平均を示す。
4 本変更では TESTの解析値が CNTLから大きく変化した
ため、予報精度の検証でしばしば用いられる、それぞれの数
値予報システム自身の解析値を参照値とした検証では、特に
予測初期の熱帯域において、TESTにおける精度の変化を確
認することが難しい。このことから、独立した共通の参照値
として他センターの解析値を利用した図を示した。参照値を
ECMWFではなく NOAA/NCEPや UKMOの解析値とし
ても、同様の結果が得られている。
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図 2.2.12 TEST実験における、各観測データの FG departureの標準偏差の CNTL実験からの変化率 [%]（各左図）、および
利用データ数の変化率 [%]（各右図）。赤線は夏実験、青線は冬実験。それぞれ、(a)マイクロ波サウンダ ATMS、(b)マイク
ロ波水蒸気サウンダ SAPHIR、(c)静止気象衛星晴天輝度温度 (CSR)、(d)ラジオゾンデ相対湿度、(e)ラジオゾンデ気温、
(f)ラジオゾンデ風速、についての図。エラーバーは 95%信頼区間、丸印は変化率の正負が統計的に有意であることを示す。
縦軸は、輝度温度センサーについてはチャンネル番号、ラジオゾンデについては気圧を示す。

解析値で見られた水蒸気場を中心とした改善が、数日
先まで持続していることが確認できる。（冬実験でも同
様の結果。図省略。）
熱帯低気圧の進路予測誤差（図 2.2.14）については、
夏実験の北西太平洋、北東太平洋、冬実験の南半球で
改善の傾向がみられた。大西洋は概ね中立であった。北
西太平洋における夏実験の事例を個別にみると、改悪
事例もあるが、改善事例が多く見られた（図省略）。
その他、ラジオゾンデを用いた検証においても、気温、
高度、風等の各要素で概ね改善が見られた（図省略）。

2.2.3.6 まとめ
全球数値予報システムに、マイクロ波輝度温度全天
同化およびアウターループを導入し、性能を評価した。
マイクロ波輝度温度全天同化の効果として、雲・降水
の情報がより多く取り込まれ、特に水蒸気場の第一推
定値精度が向上した。また、予測検証においても精度
の改善を確認した。この結果を受けて、2019年 12月
11日から、全球数値予報システムでの現業利用を開始
した。
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図 2.2.13 ECMWF 解析値を参照値とした RMSE 改善率 [%] の帯状平均。夏実験の検証結果。RMSE についての (CTNL-
TEST)/CNTLを改善率とする。暖色系が改善を示す。上段から要素は、(a)気温、(b)比湿。左列から 24時間予測、48時
間予測、72時間予測、96時間予測。
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図 2.2.14 実験期間中に発生した海域別の台風の進路予測誤差。青が CNTL、赤が TEST。それぞれ、(a)北西太平洋、(b)北
東太平洋、(c)大西洋、(d)冬実験の南半球の結果を示す。エラーバーは誤差の発生が正規分布に従うと仮定した場合の 95%信
頼区間を表す。サンプルは CNTLと TESTで揃えてあり、両実験で熱帯低気圧中心を追跡出来たものだけを検証対象として
いる。図上部の▽は予測誤差の差の統計的な有意性を示すもので、上段が時間方向の相関を考慮した場合、下段は時間方向
の相関を考慮せず独立と仮定した場合の有意判定結果を示し、緑は有意、黒は有意ではないことを示す。
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2.2.4 Metop-C/ASCATデータの全球解析への利用
2.2.4.1 はじめに
気象庁の全球解析では欧州気象衛星開発機構 (EU-

METSAT)が運用する、現業極軌道気象衛星Metop-A,

-Bに搭載されているマイクロ波散乱計ASCATから算
出された海上風データを利用している。2018年 11月
7 日に打ち上げられた 3 機目の同型衛星 Metop-C に
搭載された ASCAT について、気象庁では 2019 年 2

月から Metop-C/ASCAT 海上風データの入手を開始
した。2006 年 10 月打ち上げられた Metop-A は設計
寿命の 5年を大幅に超過しており、早期に新しい AS-

CAT海上風データを利用する必要がある。本項では、
2019 年 12 月 11 日から全球解析に現業利用を開始し
た Metop-C/ASCAT 海上風データの調査の概要を報
告する。

2.2.4.2 Metop-C/ASCAT海上風の品質と全球解析へ
の影響

Metop-C は Metop-A, -B と同じ軌道面で運用され
ており、利用されるMetop-C/ASCAT海上風データは
Metop-A, -Bの近くに分布している（図 2.2.15）。ま
た、利用優先度をMetop-A, -B, -Cの順に設定してお
り、Metop-Cの利用数は海上風全体の 1割程度である。

図 2.2.15 ASCAT 海上風の利用分布図。2019 年 4 月 15
日 00UTC 全球サイクル解析。橙色が Metop-A、紫色が
Metop-B、緑色がMetop-Cを示す。

2019 年 4 月と 5 月のデータを用いて、Metop-

C/ASCAT海上風データの品質を観測値と第一推定値
との差 (O−B)で調査したところ、Metop-A, -Bと同
程度であった（図略）。次に、Metop-C/ASCAT海上
風データを利用したことによる第一推定値への影響を
マイクロ波サウンダデータで調査した。下層の気温に
感度を持つ AMSU-Aの 4–6チャンネルと対流圏の水
蒸気に感度を持つMHSの熱帯域にて O−Bの標準偏
差の減少と利用数の増加を確認した（図 2.2.16）。これ
は Metop-C/ASCAT 海上風データを利用したことに
より、第一推定値での下層気温と水蒸気の精度が改善
したためである。
予測については、追加したMetop-C/ASCATの利用
が海上風全体の 1割程度であったため、大きな影響は

見られなかった。

図 2.2.16 Metop-C/ASCAT海上風を追加したことによる、
マイクロ波気温サウンダ AMSU-Aとマイクロ波水蒸気サ
ウンダMHSの観測データと第一推定値との差の標準偏差
の変化率（左）及び利用データ数変化率（右）。上段から北
半球、熱帯、南半球を示す。エラーバーは 95%信頼区間、
丸印は変化率の正負が統計的に有意であることを示す。

2.2.4.3 まとめ
現在利用中の Metop-A, -B/ASCAT 海上風に加え
て、Metop-C/ASCAT海上風データを追加利用するた
めの調査を行った。Metop-C/ASCAT海上風データは
Metop-A, -Bと同等の品質であった。Metop-C/ASCAT

海上風データの利用によって、マイクロ波サウンダの下
層に感度を持つセンサーから得られるデータと第一推定
値の整合性がよくなった。現状ではMetop-C/ASCAT

海上風データの利用優先度を低くしており、Metop-

C/ASCATの利用は海上風全体の 1割程度であるため、
予測への影響は小さかった。以上の調査により、2019

年 12月 11日から Metop-C/ASCAT海上風データを
全球解析にて現業利用を開始した。引き続き、Metop-

C/ASCATのメソ解析への利用に向けて、調査を行っ
ている。
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2.2.5 ASCAT早期配信データの利用
2.2.5.1 ASCAT早期配信データの概要
極軌道衛星であるMetopからの観測データは、周回
軌道毎に北極海のスヴァールバル諸島の地上基地局で
受信・処理されるため、観測から配信までに 2時間程度
の時間を要している。そこで、欧州気象衛星開発機構
(EUMETSAT) では EARS-ASCAT 5 と呼ばれる速報
性を重視した ASCAT海上風プロダクトの配信サービ
スを提供している。EARS-ASCATでは図 2.2.17で示
したとおり、北大西洋からヨーロッパを中心とした複
数の地上基地局によって、その上空を衛星が通過した
際に観測されたデータを即時的に受信し、各基地局で
受信したデータを収集・処理してプロダクトを作成す
る。EARS-ASCATは観測から 30分程度で配信されて
おり、通常の配信と比較して早期にプロダクトの入手
が可能である。このため、データ打ち切り時間の短い
全球速報解析（打ち切り時間 2時間 20分）やメソ解
析（同 50分）で利用できるデータが増加することが見
込まれる。EARS-ASCATのデータ品質は通常配信の
データと同等であり、データ同化での利用において同
様に扱うことが可能である。

図 2.2.17 EARS-ASCATの地上基地局と受信範囲。通常配
信データを受信しているスヴァールバル地上基地局は図の
最北端の白点にある。図は EUMETSATのウェブサイト
から引用。

2.2.5.2 ASCAT早期配信データの全球速報解析への
利用

全球速報解析へ EARS-ASCAT海上風データを追加
利用した影響を調査した。調査期間は 2018年 8月（夏
期間）と 2019年 1月（冬期間）のそれぞれ 1か月間
である。夏期間での ASCAT海上風データ全体の利用
数の変化を図 2.2.18に示す。EARS-ASCATの地上基
地局の位置する北西太平洋および地中海周辺で利用数
が増加した。スヴァールバルでは前 30 分の通常配信
データを EARS-ASCATとして配信しており、その衛
星軌道上流にあたる北太平洋領域でも利用数が増加し
た。冬期間でも同様の傾向であった。全球速報解析で

5 https://www.eumetsat.int/ears-ascat

の利用数は、EARS-ASCATから配信されるデータに
よって最大 10%程度増加した。

図 2.2.18 EARS-ASCAT追加による全球速報解析で利用さ
れた ASCAT海上風データ数の変化。期間は 2018年 8月
の 1か月間。

2.2.5.3 まとめ
EARS-ASCATは、速報性を重視した観測データの
早期配信サービスである。各基地局で受信したASCAT

海上風データは 30分以内に配信されている。これまで
打ち切り時間に間に合わなかったデータが利用可能と
なり、より最新時刻の観測データを解析値に反映する
ことができる。EARS-ASCAT海上風データの品質は、
通常配信されるデータと同等であり、北半球の受信局
付近、及び北太平洋領域で全球速報解析の利用数が増
加することを確認した。このため、2020年 2月 26日
から全球解析にて EARS-ASCAT海上風データの現業
利用を開始した。一方、メソ解析では、同化ウインド
ウの一部が前解析時刻と重複していることから、前解
析時刻で利用された EARS-ASCATのデータと同一内
容の通常配信データが重複して利用される問題が生じ
るため、EARS-ASCATのデータ利用を見送っている。
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2.2.6 全球モデルの改良
2.2.6.1 はじめに
気象庁全球モデル (GSM: Global Spectral Model)

について、2020年 3月 24日に地形性抵抗過程や陸面
過程等の物理過程の改良を行い、北半球 500 hPaのジ
オポテンシャル高度や国内の降水の予測精度等を改善
した。本稿では、その改良内容と予測精度の評価結果
及び予測特性の変化について報告する。
全球数値予報システムは、天気予報や週間天気予報、
台風進路・強度予報での利用、メソ数値予報システム
への境界値提供をはじめ多くの役割を担う基盤数値予
報システムである。GSMはそこで用いられている数値
予報モデルであると同時に、全球アンサンブル予報シ
ステム（GEPS: Global Ensemble Prediction System）
等でも用いられており、その予測精度は幅広い予報・
情報の精度に深く関わる。そのため、気象庁は、スー
パーコンピュータシステムの更新とともに、GSM の
分解能の増強や計算手法の精緻化などの改良を進めて
きた。
表 2.2.3に、GSMの水平・鉛直の分解能等の基本仕
様の向上や、力学・物理過程の改良についての更新履
歴を示す。表の左列に示すように、GSMにはバージョ
ン名が付けられており、変更に伴い改定されている。
バージョン名の形式は、全球数値予報システムに改良
を導入した西暦の下二桁と月を「GSM」の後ろに付け
たもので、例えば、2020年 12月時点での最新GSMの
バージョン名は、2020年 3月に運用を開始しているた
め「GSM2003」になる。表の中の分解能の表記につい
て、はじめの Tもしくは TLは三角形波数切断を意味
し、その後の数字は切断波数を表す。Tの場合は 2次
格子、TLの場合は線形格子を意味する。また、その後
の Lは鉛直層を意味し、直後の数字は層数を表す。
GSM2003では、数値予報課と気候情報課が共同で
開発を行い複数の物理過程を改良した (Yonehara et al.

2020)。具体的には、地形性抵抗過程と非地形性重力波
過程、境界層過程の成層圏に関連する部分、陸面過程、
雲過程の層積雲スキーム、海氷過程のアルベド部分を
それぞれ改良した。なお、本稿では、近年の全球モデ
ル開発の国際的な動向に合わせて、地形性重力波過程
の名称にかえて、地形性抵抗の効果をパラメタライズ
した部分をまとめて地形性抵抗過程と呼ぶ。境界層過
程や積雲過程といった物理過程は、それぞれ幾つかの
独立性の高い部分から構成されており、各部分をどの
ように分類して名前を付けるかには任意性がある。
また、これら物理過程の改良に加えて、予報モデルの
実行速度を高速化するため、出力専用のランクの導入
や積雲過程におけるエントレインメント率計算の高速
化及び計算処理の整理による演算量削減も同時に行っ
た。高速化の改良が加わることにより、GSM2003は計
算時間を短縮しつつ精度を改善することに成功した。
本稿で解説する予報モデルの変更は、GEPSについ

表 2.2.3 GSMの主な更新履歴

バージョン 主な変更内容

GSM8803
運用開始。仕様は T63L16、最上層
10 hPa

GSM8911
T106L21へ仕様向上、ハイブリッド座
標系と新陸面過程の導入　

GSM9603
T213L30へ仕様向上、新積雲対流過程
の導入

GSM9912
雲水スキームの導入、積雲対流過程と
放射過程の改良

GSM0103
T213L40・最上層 0.4 hPaへ仕様向上、
積雲対流過程の改良

GSM0305
積雲対流過程の改良、及び雪の近赤外
アルベドの調整

GSM0407

層積雲スキームの導入、雲氷落下・積
雲対流過程の改良、氷床アルベドの調
整

GSM0412 晴天放射スキームの改良

GSM0502
TL319L40へ仕様向上、セミラグラン
ジュ移流スキームの導入

GSM0507
放射過程における雲の取扱いの改良、
オゾン気候値の改定

GSM0711

TL959L60・最上層 0.1 hPaへ仕様向上、
時間積分の 2タイムレベル化、エーロ
ゾル気候値の改定

GSM0801 積雲対流過程の改良

GSM0808
力学過程の改良、適合ガウス格子の採
用

GSM1212 層積雲スキームの改良

GSM1304
放射過程（エーロゾル気候値、水蒸気
吸収係数）の改良

GSM1403

TL959L100・最上層 0.01 hPaへ仕様向
上、放射・境界層・重力波・積雲過程
の改良、陸面初期値利用の改良

GSM1603
積雲対流・雲・陸面・放射・海氷・海
面過程、及び力学過程の改良

GSM1705
積雲対流・雲・陸面・放射・海氷過程、
及び力学過程の改良

GSM2003
地形性抵抗・非地形性重力波・境界層・
陸面・雲・海氷過程の改良

ても同時に適用しており、その結果については第 2.2.7

項で報告する。また、気象庁全球モデル・全球解析の
全体像については、数値予報課報告・別冊第 65 号や
JMA (2019)を参照されたい。

2.2.6.2 変更概要
本項では GSM2003の変更内容の概要を説明する。
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(1) 地形性抵抗過程
GSM には、冬季ユーラシア大陸中緯度域から日本
付近において、対流圏中上層の気圧の谷や尾根の表現
に課題があり、サブグリッド地形によって生み出され
る下層応力の誤差が関わっている可能性があることが
知られていた (米原ほか 2019)。数値予報モデルでは、
分解能が不足しているため力学過程で表現されないス
ケールの重力波による鉛直方向の運動量輸送効果をパラ
メタリゼーションにより考慮する。これまで、Iwasaki

et al. (1989)の地形性重力波抵抗スキーム（短波）がサ
ブグリッド地形による抵抗の効果を主に担ってきたが、
その課題の改善を目指して Lott and Miller (1997)の
手法に改良を加えたスキームと Beljaars et al. (2004)

による乱流地形抵抗 (TOFD: Turbulence Orographic

Form Drag)を扱うスキームの開発を進め (金浜・山田
2019)、GSM2003でその成果を導入した6。
Lott and Miller (1997)は、サブグリッド地形を楕円
型山で代表させて地形を乗り越える流れから発生する
重力波による抵抗と回り込む流れによる抵抗を表現す
る。このため、Iwasaki et al. (1989)では考慮できてい
なかった、地形の非等方性と回り込む流れの効果を表
現できる。加えて、山を回り込む流れの抵抗係数の風
向依存性についてWells and Vosper (2010)の手法に
より非線形効果を考慮する改良と、重力波の砕波に伴
う運動量変化を Vosper (2015)の手法により診断した
重力波の鉛直波長の幅に分配する改良も加えた。
Beljaars et al. (2004)では、サブグリッド地形により
乱された大気による抵抗 (TOFD)の効果を近似的な関
数を用いて風速と高度場から求める。GSMでは、サブ
グリッド地形の標高分散が大きい地点について境界層
過程の中で混合長を長くとる手法により類似の効果が
考慮されていた。しかし、その手法が与える影響は非
常に小さく、TOFDの効果がほぼ表現されていなかっ
たため、その手法に替えて Beljaars et al. (2004)のス
キームを導入した。
また同時に、地形性抵抗過程の時間積分に陰解法を
導入して境界層過程と一緒に解くことで計算安定性を
高める改良を加えた。
変更前後について対流圏中下層で働く地表面応力を
比較すると、新しいスキームでは概ねサブグリッド地
形の標準偏差が大きい領域で増加し、その他の領域で
は減少していた。つまり、この変更により地表面応力
はよりメリハリの利いたシャープな空間分布となる。
また、日本の上流域にあたるユーラシア大陸東部では
下層抵抗が弱まる。変更の結果、その影響を強く受け
ると考えられる、ユーラシア大陸中緯度域の地上高気
圧やユーラシア大陸中緯度域とその下流の擾乱の予測
は大きく改善した。
図 2.2.19 にユーラシア中高緯度における GSM の

6 実装上は長波部分も含めて更新しているが、長波に関して
は両者はほぼ同一である。

図 2.2.19 GSMの 500 hPa高度の 3日予測 (FT=72)の平
均誤差 [m]。コンターは解析値、シェードが平均誤差。図
(A)が旧スキーム、図 (B)が新スキームによる結果である。
後述する業務化試験の結果を用いている。

500 hPa 高度の 3 日予測の平均誤差を新旧のスキー
ムで比較したものを示す。検証対象とした期間は 2017

年 12月から 2018年 2月で、解析・予報のサイクルを用
いた試験の結果である。変更の結果、高度場の平均誤
差が大きく減少しており、特に日本付近の気圧の谷の
予測精度が大きく改善している。また、地上気圧等の
対流圏中下層の要素についても同様に改善が見られた。

(2) 非地形性重力波過程・境界層過程
熱帯下部成層圏には、ほぼ東西一様な東西風が 18か
ら 26か月の周期で位相を変える準二年周期振動 (QBO:

Quasi-biennial Oscillation)と呼ばれる現象が存在する
(Baldwin et al. 2001)。QBOの周期は短期予報の時間
スケールよりもかなり長いが、その風速の変化は大き
いため、半日程度までのデータ同化窓の範囲でも数値予
報モデルの予測値の誤差に寄与する。このため、GSM

の予測精度にとっても表現することが意味を持つ現象
の一つである。
GSM の QBO 再現性には、周期が短く振幅も弱い
課題があることが知られていたが (金浜・山田 2019)、
GSM2003では非地形性重力波過程と境界層過程を改
良することにより再現性が大幅に向上した。
GSMの非地形性重力波過程には、Scinocca (2003)

のスキームを用いているが (金浜・山田 2019)、そのス
キームでパラメータ化されている射出運動量フラック
スに緯度依存性を導入した。射出運動量フラックスの
大きさは、中高緯度ではこれまでと同じ値とし、熱帯
では QBOの周期が概ね現実に合うようにこれまでよ
りも小さくなるように設定した。
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GSMの境界層過程は、惑星境界層のサブグリッド輸
送の効果を主に取り扱うが、対流圏下層にとどまらず
大気全層にわたる乱流輸送の効果も同時に取り扱って
いる。GSM2003では、境界層過程について、対流圏界
面より上層で大気の成層が安定な時には拡散係数が小
さくなるように調整することで、QBOに伴う風の鉛直
シアーを弱めすぎてしまわないように改良した。
これらの改良により、予測において QBOの周期や
振幅が大幅に改善した結果、熱帯の成層圏下部付近に
おいてデータ同化における第一推定値とラジオゾンデ
観測の差の標準偏差が 15%程度小さくなった。

(3) 陸面過程
陸面は、大気との間で熱・水・運動量・放射などを
交換し、大気の状態に大きな影響を与える。陸上の地
表面予測においても、そのバイアスは陸面過程に強く
関連する。GSM2003では、課題となっていた地表面の
バイアスを緩和するために、陸面過程の各種パラメー
タの更新や下草断熱効果スキーム、積雪被覆率診断式
などの改良を行った。変更前の GSM1705の陸面過程
の詳細については鍋谷ほか (2019)を参照頂きたい。
中央アジアなどの乾燥域における夏季の夜間高温バ
イアスを軽減するため、下草割合のパラメータ値を増
やし、また裸地面蒸発スキームの変更と下草断熱効果
スキームを Ek et al. (2003)に変更した。これらの変
更により土壌から大気への熱伝導は概ね小さくなるた
め、変更に感度を持つ領域では下層気温が低下する。
ヨーロッパにおける夏季の多湿バイアスを軽減する
ため、キャノピーの気孔抵抗診断において日向/日陰依
存性の追加と土壌水分依存性の変更を行った。これま
では日中のキャノピーの状態として日向のみを考慮し
ていたが、Thornton and Zimmermann (2007)の手法
を用いて日陰の状態を考慮することにより気孔抵抗が
増大して蒸散が小さくなった。また、気孔抵抗の土壌
水分依存性に Jarvis (1976)の式を用いて飽和度が 0.4

から 0.6付近で気孔抵抗がこれまでより大きくなるパ
ラメータを採用した。これらの変更により土壌から大
気への潜熱の供給が増えて顕熱の供給が減るため、変
更に感度を持つ領域では下層水蒸気量が増え、気温が
低下する。
北海道などの高緯度域における冬季の低温バイアス
を軽減するため、積雪氷量を用いた積雪被覆率の診断
式を Sellers et al. (1986)から Roesch et al. (2001)に
変更し、また部分積雪格子にも積雪層分割を導入した。
診断式の変更により被覆率が小さくなることで積雪の
断熱効果が減少し、部分積雪が存在する冬季の高緯度
域を中心に地上気温が高くなりやすくなった。なお、
本変更に関連して氷床で土壌露出が生じるのを防ぐた
め、氷床等での積雪深下限値を変更している。
砂漠域における夏季の下端上向き短波放射の過少バ
イアスを軽減するため、砂漠アルベドのパラメータを

調整した。砂漠のアルベドは、衛星観測による観測値
から作成した 2次元気候値を太陽天頂角により補正す
る手法で求めているが (関口ほか 2019)、その依存性パ
ラメータを Briegleb et al. (1986)のものから太陽高度
が高い（太陽天頂角が低い）ときに観測値とより合う
Wang et al. (2005)のものに変更した。太陽天頂角が
60°より小さい場合にアルベドが高くなることで下端
上向き短波放射の過少バイアスが緩和した。
なお、同時に、精度への影響はほぼ無い陸面内の短
波放射時間間引きと積雪層分割に伴うそれぞれの不具
合も修正している。
これら陸面過程の変更の中では、蒸散関連部分の変
更が予報結果への影響が大きく、陸上では全体的に大
気への顕熱フラックス供給が増加し、潜熱フラックス
の供給が減少した。

(4) 海氷過程・層積雲スキーム
GSM には、夏季の北極域における短波放射につい
て、地表面に入射する下向きの入射が大幅に不足し、
また大気上端での上向きの射出でも不足する誤差があ
る。衛星観測プロダクトとの比較からこの領域では下
層雲量が多すぎることが分かっており、地表面に入射
する短波の誤差の多くは下層雲の表現が原因の一つで
あると考えられる。一方で、下層雲が過剰であるにも
かかわらず大気上端での上向き短波が過少であり、地
表面アルベドにも大きな誤差が存在することが示唆さ
れる。GSM2003では、この北極域の放射収支の課題を
改善するため、海氷アルベドスキームと層積雲スキー
ムを改良した。
GSMでは、大陸西岸の海洋性層積雲を表現するため
に、層積雲に関する診断的スキーム (Kawai and Inoue

2006)を用いている。しかし、このスキームが北極域に
おいて本来意図しない下層雲を作っていたため、海氷
上では層積雲が作られないようにその診断条件に海氷
密接度も加える修正を導入した。この修正により、地
表面に入射する短波放射の過少バイアスは改善したが、
大気上端での上向き短波放射の過少バイアスが更に悪
化したため、次に説明する海氷アルベドスキームも併
せて改良した。
海氷のアルベドスキームを Hunke and Lipscomb

(2006)に更新した。これまでの GSMでは氷アルベド
のみが考慮されていたが、このスキームではそれに加
えて海氷面上での積雪の効果（雪アルベド）を考慮し
ている。GSMの海面過程では、海氷面上の積雪を予測
していないため、氷面と雪面の比率については月別気
候値を利用する。新スキームは、氷上の積雪を考慮し
たことによりこれまでのスキームと比べてアルベドが
高くなる傾向があり、大気上端での上向き短波放射の
過少バイアスを改善した。

33



表 2.2.4 GSM2003の変更内容
過程 変更内容

地形性
抵抗

Lott and Miller (1997)の手法に改良を
加えたスキームに変更
Beljaars et al. (2004)による TOFDを
扱うスキームを導入

非地形性
重力波

Scinocca (2003) スキームに、射出運動
量フラックスが熱帯で小さくなるように
緯度依存性を導入

境界層 成層圏で成層安定時の拡散を抑制

陸面

下草割合の増加、裸地面蒸発スキームの
変更、下草断熱効果スキームの変更
気孔抵抗診断において日陰の状態を考慮、
土壌水分依存性を変更
積雪被覆率の診断式を変更、部分積雪格
子にも積雪層分割を導入
砂漠アルベドの天頂角依存性パラメータ
を調整

雲
海氷域で層積雲が診断されないトリガー
条件を追加

海氷 アルベドに積雪の効果を導入

高速化
出力専用のランクを導入
積雲過程の計算高速化

(5) 高速化
非静力学モデル asucaで用いられている手法 (石田ほ
か 2014)に基づいて出力専用のランクを実装しGSMに
導入した。この改良により、出力専用ノードを 1ノード
追加することにより出力時間をほぼ隠蔽することが可
能になり、予報モデルの実行時間が約 25%短縮された。
GSMの物理過程の中で最も計算が重い積雲過程につ
いて、エントレインメント率計算アルゴリズムの高速
化や不要な初期化を廃止してメモリアクセス処理を削
減する高速化を行い、予報モデルの実行時間を約 5%短
縮した。

(6) 変更内容のまとめ
最後に、GSM2003の変更内容の概要一覧を表 2.2.4

にまとめる。

2.2.6.3 検証結果
GSM2003の現業導入に際して実施した、予測精度
を検証するための業務化試験7等の結果にもとづき、予
測精度の変化の概要を示す。

(1) 実験設定
対照実験には 2020年 1月時点の現業数値予報システ
ムを用いた。以下、対照実験を CNTL、GSM2003に
よるテスト実験を TESTと呼ぶ。CNTLと TESTに

7 業務化試験の位置付け・内容については (石田 2017)を参
照。

は、ともに第 2.2.2項及び第 2.2.3項で解説された改良
が取り込まれており、今回の実験はその変更を適用し
た数値予報システムで行っている。
実験期間は北半球における夏冬の 2期間を対象とし
ており、ここではそれぞれ夏期間、冬期間と呼ぶ。実
験の解析と予報は以下の期間について実施した。

• 夏期間
– 解析: 2018年 6月 2日～2018年 10月 11日
– 予報: 2018年 6月 12日～2018年 10月 11日

• 冬期間
– 解析: 2017年 11月 10日～2018年 3月 11日
– 予報: 2017年 11月 20日～2018年 3月 11日

全球解析には、予測を決められた時刻までに提供す
るための速報解析と、解析値の品質を維持するために
観測データの入電を十分待ってから行うサイクル解析
の 2種類がある。業務化試験では両方の解析を行うが、
上の実験期間の解析とはサイクル解析を意味し、速報
解析の実施期間は予報と同一になる。なお、両解析と
予報の間のデータフローなど、気象庁の全球数値予報
システムの全体像については JMA (2019)を参照され
たい。
検証対象期間は各期間最初の 10日間を除く期間とし
た。また、台風検証以外の検証では最後の 11日間の予
報も検証には用いておらず月末日を検証期間の終わり
にしている。

(2) 台風予測
図 2.2.20に台風進路予測の検証結果を示す。検証は
気象庁ベストトラックに対して行っている。図に示す
ように、FT=132まで台風進路予測は概ね中立であっ
た。また、台風の強度予測にも影響は見られなかった。
今回の変更は、陸上と極域に影響を与えるものであり、
北西太平洋の海上での予測特性の変化は間接的である
ことと整合的である。

(3) 北半球 500 hPa高度場の予測
図 2.2.21に北半球 500 hPa高度場 (Z500) の予測に
ついて、予測時間に対する二乗平均平方根誤差 (RMSE:

Root Mean Square Error)の改善幅（RMSEについて
TESTからCNTLを引いたもの）を示す。対解析値で
2日先まで、対ラジオゾンデで 3日先まで有意な改善
が見られた。RMSEの改善幅は、対解析値では冬期で
大きく、対ラジオゾンデでは夏と冬の両期間で同程度
であった。対解析値検証の 2日先のRMSEの改善幅は
夏冬平均で 0.33 mであった。領域ごとに精度の変化を
確認すると、夏冬共に主にユーラシア大陸上で改善し
ており、冬期間では改善域が日本付近まで広がってい
た。改善域は地形性抵抗過程を変更した影響が大きい
地域とその下流にあたる。開発中に行った様々な設定
の実験の結果から、Z500の改善には地形性抵抗過程改
良の寄与が主であることが確認されている。
日本付近での Z500 の改善を確認するために、図
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図 2.2.20 夏期間に存在した台風を対象とした進路予測誤
差 [km] （実線、左軸）とサンプル数（丸、右軸）。赤線
が TESTで青線が CNTL、線に付属したエラーバーは誤
差の発生が正規分布に従うと仮定した場合の 95%信頼区間
を表す。TESTと CNTLでサンプルは揃えてあり、両者
で追跡できたものだけを検証対象としている。このため、
サンプル数を表す丸は TESTと CNTLで重なっている。
図上部の三角は差の有意性を示すもので、上段が時間方向
の相関を考慮、下段が独立仮定で計算した有意判定結果を
示し、緑色は有意、黒色は有意でないことを示す。

2.2.22に Z500及び海面更正気圧 (PSEA)の平均誤差
(ME: Mean Error)と RMSEの比較を示す。対象とし
た予測時間はFT=48である。図に示したように、冬期
間の日本付近の 2日先の予測について、Z500や PSEA

の系統誤差が軽減し RMSE も大きく減少した。これ
は、日本上空を通過する気圧の谷について浅い・位相
が遅いといった誤差が大きく改善し、対応して低気圧
の発達が適切に予測される事例が増えたことによる。
これまでの GSMの予測では、冬季の日本上空の気圧
の谷について、ほとんどの事例で浅いまたは位相が遅
れる誤差が見られていたが、改良によりその特性が大
きく改善した結果、気圧の谷が深いまたは位相が早い
誤差を持つ予測例も見られるようになった。なお、夏
期の変化は相対的に小さかった。

(4) 日本の降水予測
解析雨量を参照値とした降水予測検証について、エ
クイタブルスレットスコア (ETS: Equitable Threat

Score）、バイアススコア (BI: Bias Score)ともに、夏
期間は中立の結果であった。冬期間は ETS は概ね中
立であったが、BIが減少して 1に近づいており改善の
結果であった。図 2.2.23に、閾値を 1 mm/3hとした
ETSと誤検出率 (FAR: False Alarm Rate)を冬期間に
ついて示す。検証格子サイズは 0.25°である。図で示
した予測時間について、ETSを中立以上に保ったまま
FARを減らしていることから、降水予測の精度が改善
している。冬季のBI改善には、主にこの誤検出の減少
が寄与している。開発中に行った様々な設定の実験の
結果から、この冬期間の日本域での降水予測の改善に
は主に地形性抵抗過程の改良が寄与していることが分
かっている。

図 2.2.21 北半球 ( 20°N 以北) での 500 hPa 高度場の
RMSE [m] について、TEST から CNTL を引いたもの
（縦軸）。横軸は予測時間 [day]。上図が解析値に対する、
下図がラジオゾンデ観測値に対する検証の結果。青線が冬
期間で緑線が夏期間。縦軸の値が 0 よりも小さければ改
善、大きければ改悪を意味する。

(5) 各種統計検証スコア（冬期間）
図 2.2.24及び図 2.2.25に、冬期間について解析値と
ラジオゾンデ観測値を対象として、代表的な要素の予測
を領域ごとに検証した結果を示す。検証は、アノマリー
相関係数 (ACC: Anomaly Correlation Coefficient)ま
たはラジオゾンデ観測に対しては相関係数 (CC: Cor-

relation Coefficient)、RMSE、及びACC, RMSE, ME

の変化の有意性についてのものである。
冬期間では、予測時間前半を中心に、多くの要素で
対初期値検証・対ラジオゾンデ検証ともに予測精度が改
善した。領域ごとに精度の変化を確認すると、どの要
素に関しても主にユーラシア大陸上での改善が大きい。

(6) 各種統計検証スコア（夏期間）
図 2.2.26及び図 2.2.27に、夏期間について解析値と
ラジオゾンデ観測値を対象として、冬期間と同様に代
表的な要素を領域ごとに検証した結果を示す。
夏期間では、要素や予測時間により改善・改悪が分
かれた。北半球領域では、予測の 4日目までは改善す
る要素が多いが、8日目ごろから改悪する要素が増え
た。熱帯域では、海上の対解析値検証が悪化した要素
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図 2.2.22 冬期間における日本付近の 500 hPa高度場 [m]（上段）及び海面更正気圧 [hPa]（下段）の誤差分布。左列が CNTL
のME、中列が TESTのME、右列が RMSEについて CNTL-TESTを CNTLで割ったもの。各図の右側は表示された領
域での東西平均値である。

図 2.2.23 冬期間についての解析雨量に対する降水予測の検
証結果。上図がETS、下図がFARについてのもので、降水
量の閾値は共に 1 mm/3h。青線が CNTL、赤線が TEST
についてのもの。横軸は予測時間 [h]。

が多い。

(7) 地表面気温
地表面気温の予測特性の変化について簡単に説明す
る。北海道・北日本の内陸で、夜間（特に 03JST付近）
の地上気温が冷えやすくなり、低温バイアスが悪化し
た。これは、地形性抵抗過程の改良に伴い、雲の予測
が過小なことによる長波放射のバイアスや陸面過程の
誤差が表面化したものと考えている。陸面過程におい
て積雪関連部分の改良を行ったことで緩和はしている
が、地形性抵抗過程による影響が卓越した。
今回のモデル変更により、気温ガイダンスでは、北
海道や本州において、内陸や山地の夜間を中心に地表
面気温の低温バイアスが拡大し、RMSEの悪化が見ら
れた。

2.2.6.4 おわりに
気象庁は、2020年 3月 24日に GSMについて地形
性抵抗過程や陸面過程等の物理過程の改良を行った。
この改良により、冬季の北半球 500 hPaのジオポテン
シャル高度や国内の降水の予測精度等が改善した。2日
後の北半球 500 hPa高度の予測誤差は、0.33m改善す
る結果であった。また、北半球予測を中心に他の複数
の要素でも予測精度の改善が見られた。なお、台風進
路予測誤差は中立であった。
GSM2003に残された課題として、北海道や本州に
おいて内陸や山地の夜間を中心に地表面気温の低温バ
イアスが拡大し、RMSEの悪化が見られた点が挙げら
れる。この悪化は、下層抵抗過程の精緻化に伴い、雲
の予測過小による放射バイアスや陸面過程の誤差が表
面化したものと考えている。今後、雲、積雲、境界層
過程の改良や、陸面過程の改良を通じて精度改善を目
指したい。
最後に、GSM2003について、力学過程及び物理過
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図 2.2.24 冬期間における対流圏主要要素の解析値に対する ACCの改善幅（左上図）、RMSE の改善率（右上図）と TEST
と CNTLのスコア差の有意性判定（左下図：スコアカード）。解析値を参照値としている。検証対象の領域は、NHが北半球
( 20 °N以北)、TRが熱帯 ( 20°S – 20°N)、SHが南半球 ( 20°S以南)、JPが日本周辺（110°E-150°E, 20°N-50°N）、NWP
が北西太平洋領域（100°E-180°E, 0°-60°N）を意味する。要素は上から 500 hPa高度、海面更正気圧 (PSEA)、850 hPa気
温 (T850)、250 hPa風速 (Ws250)、850 hPa風速 (Ws850)、700 hPa相対湿度 (RH700)。スコアカードはそれぞれ上から
RMSE、ACC、ME、黄色、灰色がそれぞれ統計的に有意に改善、悪化していることを示しており、塗りつぶし面積が広い
ほど統計的有意性が高い。

図 2.2.25 冬期間における対流圏主要要素のラジオゾンデ観測値に対する CCの改善幅（左上図）、RMSEの改善率（右上図）
と TEST と CNTL のスコア差の有意性判定（左下図：スコアカード）。ラジオゾンデを参照値としている。検証対象の領
域は、NHが北半球 ( 20°N以北)、TRが熱帯 ( 20°S – 20°N)、SHが南半球 ( 20°S以南)、JPが日本周辺（110°E-150°E,
20°N-50°N）、NWP が北西太平洋領域（100°E-180°E, 0°-60°N）を意味する。要素は上から 500 hPa 高度、700 hPa 気温
(T700)、850 hPa気温 (T850)、250 hPa風速 (Ws250)、850 hPa風速 (Ws850)、700 hPa相対湿度 (RH700)。スコアカー
ドはそれぞれ上から RMSE、CC、ME、黄色、灰色がそれぞれ統計的に有意に改善、悪化していることを示しており、塗り
つぶし面積が広いほど統計的有意性が高い。
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図 2.2.26 夏期間についての検証結果。図の内容は図 2.2.24と同じ。

図 2.2.27 夏期間についての検証結果。図の内容は図 2.2.25と同じ。

程の仕様を表 2.2.5にまとめる。表におけるアウター
モデル及びインナーモデルとは、データ同化プロセス
において 4次元変分法やアンサンブル予報の中で用い
られるモデルであり、アウターモデルは解析における
第一推定値の計算に用いるモデルを、インナーモデル
は解析修正量を求める計算やアンサンブル予報に用い
るモデルを指す。ただし、4次元変分法で用いるイン
ナーモデルの物理過程にはバージョンの古いものや簡
略化したものが含まれている。
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表 2.2.5 GSMの仕様（2020年 3月時点）
力学過程
支配方程式 プリミティブ方程式系　

予報変数 東西風、南北風、気温、比湿、雲水量、地上気圧の対数　

離散化 水平：球面調和関数を基底関数としたスペクトル法、鉛直：有限差分法

水平格子系 適合ガウス格子 (宮本 2005)

水平分解能 予報モデル及びアウターモデル：TL959（格子間隔約 20 km : 0.1875度）、インナーモ
デル：TL319（格子間隔約 55 km : 0.5625度）

鉛直座標系 σ − pハイブリッド座標 (Simmons and Burridge 1981)

層数（最上層） 100層 (0.01 hPa)

移流＋時間積分 2タイムレベル　セミインプリシット - セミラグランジアン法 (Yukimoto et al. 2011)

積分時間間隔 400秒 (TL959)、600秒 (TL319)

数値拡散
4 次の線形水平拡散を渦度、発散、仮温度に適用。スポンジ層として 2 次の線形水平拡
散を 30 hPaより上層で発散に適用。

物理過程

放射

長波

2方向吸収近似 (Yabu 2013)による放射伝達、大気分子による吸収は 2種類の k–分布法
で評価 (Fu and Liou 1992; Chou et al. 2001)。雲はマキシマム-ランダムオーバーラップ
(Geleyn and Hollingsworth 1979)を仮定。光学特性は、水雲は Lindner and Li (2000)、
氷雲は Ebert and Curry (1992)による。

短波

δ–Eddington法による散乱・吸収計算 (Joseph et al. 1976; Coakley et al. 1983)。雲は
マキシマム-ランダムオーバーラップを仮定し、Collins (2001)に基づく簡略化した独立
カラム近似を適用。光学特性は、水雲はDobbie et al. (1999)、氷雲は Ebert and Curry

(1992)による。

積雲対流
予測型クロージャーを用いるスペクトル型マスフラックススキーム (Arakawa and Schubert

1974; Moorthi and Suarez 1992; Randall and Pan 1993)。雲モデルには氷相を考慮した
簡易な雲微物理過程を用いる。

雲
確率密度関数に基づいた凝結スキーム (Smith 1990)を基本に、雲水から降水への変換や
再蒸発、雪の融解などの簡単化した雲微物理過程、及び雲氷と雪の落下スキームを含む。
また、層積雲に関する診断的スキーム (Kawai and Inoue 2006)を使用。

境界層
乱流エネルギークロージャ型 (Mellor and Yamada 1974, 1982)とKクロージャ型 (Han

and Pan 2011)のハイブリッドスキーム。

地形性抵抗
Lott and Miller (1997)のスキームにWells and Vosper (2010)及び Vosper (2015)に基
づく改良を加えたもの。 Beljaars et al. (2004)のスキームにより乱流地形抵抗を扱う。

非地形性重力波 緯度依存性を持つ定数励起源によるスペクトルパラメタリゼーション (Scinocca 2003)。

地表面
Monin–Obukhov相似則に基づくバルク式、安定度関数は Beljaars and Holtslag (1991)

を用いる。開水面と海氷面は Best et al. (2004)の手法により混在格子として扱う。

陸面

植生 Sellers et al. (1986)によるスキームを改良した手法でモデル化。
積雪 体積、密度、アルベド、温度等の変化を予測。部分積雪を扱う。

土壌
熱伝導はフーリエの法則に従い、水分の移動及び凍結・融解が考慮される。土壌パラメー
タは衛星観測プロダクト等による。

海氷
体積・形状・密度不変で物性が一様の熱伝導体として扱う。内部の熱伝導はフーリエの
法則に従い、表面では放射と乱流フラックスの上部境界条件、及び融解を考慮する。

化学過程 成層圏での簡易な診断型メタン酸化及び光乖離スキーム (Untch and Simmons 1999)。

海面水温
時間発展は、全球海面水温解析値の平年偏差を、予測時間により季節変動する気候値に
加える。

海氷分布
時間発展は、南北半球ごとの全球海氷密接度解析値の海氷面積平年偏差を維持するよう
に、海氷密接度の初期偏差固定予測値を気候値で修正する手法で扱う。
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2.2.7 全球アンサンブル予報システムの改良
2.2.7.1 はじめに
2020年 3月 24日に全球アンサンブル予報システム

(GEPS: Global Ensemble Prediction System)の改良
を行い、北半球 500hPa高度場や冬期間の日本域の降
水予測等を改善した。本稿では、その改良内容と予測
精度の評価結果、予測特性の変化について簡単に報告
を行う。
GEPSは、台風進路予報、週間天気予報、2週間気温
予報、早期天候情報及び 1か月予報に使用しているア
ンサンブル予報システム (EPS: Ensemble Prediction

System)である。過去に数値予報課が開発していた週
間・台風 EPS及び気候情報課が開発していた 1か月
EPS を統合したシステムで、2017 年 1 月 19 日に週
間・台風 EPS を置き換える形で運用が開始され、同
年 3月 23日には 1か月先までの延長予報を開始した
(山口 2017; 新保 2017)。この GEPSのバージョンを
GEPS1701と呼ぶ8。
GEPSでは、予報モデルに気象庁全球モデル (GSM:

Global Spectral Model) の低分解能版を用いており、
その水平分解能は 18日先までの予測では TL479（約
40 km）、その後はTL319（約 55 km）である。分解能
の表記は、はじめの TLが三角形波数切断と線形格子
を用いていることを意味し、その後の数字は切断波数
を表す。鉛直層は全球数値予報システムと同様の 100

層で最上層が 0.01 hPaである。また、摂動なしのアン
サンブルメンバー（コントロールラン）の初期値には、
全球速報解析により作成される解析値を解像度変換し
たものを用いている。
GEPS1701の予報モデルには GSM1603Eと呼ばれ
るバージョンが用いられてきた。このバージョンは、
2016年 3月に全球数値予報システムにおいて導入され
たGSM1603(米原 2016)に、2017年 5月に導入された
GSM1705(米原 2017)における改良の一部を先行的に
適用した、両者の中間に位置する GSMである。
初期摂動には、特異ベクトル (SV: Singular Vector)

法 (Buizza and Palmer 1995) と LETKF (Local En-

semble Transform Kalman Filter; Hunt et al. 2007)

を利用した初期摂動を組み合わせて用いている。両手
法はお互いに補い合う関係にあり、SV法で予測時間が
長くなるにつれて誤差の中で支配的になる成長率の高
い摂動を捉え、LETKFでは予測時間の初期で特に重
要な解析値のもつ不確実性を捉える。
EPSによる予測の精度を向上するためには、予報モ
デルと初期値の精度を高めると同時に、両者の不確実
性を適切に捉える摂動を作成することが必要である。数
値予報課と気候情報課では、共同でGSMとGEPSの
摂動作成手法の改良を進めつつ、GEPSの予報モデル

8 GEPSには 2017年 1月の導入後に初期摂動作成手法に改
良が 2 回加えられている (山口 2017; Ota et al. 2019)。こ
れら変更も加えて GEPS1701と呼ぶ。

に可能な限り最新のGSMを用いることで予測精度の向
上を図ってきた。今回、GSMがGSM1705(米原 2017)

からGSM2003（第 2.2.6項）に更新されたのに併せて、
GEPS の予報モデルを GSM1603E から GSM2003 に
更新した。同時に、初期摂動と海面水温境界値の作成
手法に改良を加えることで予測精度の向上を図った。
これらの変更は 2020年 3月 24日から現業運用に適用
されており、このバージョンのGEPSをGEPS2003と
呼ぶ。
本稿では、主に台風進路予報と週間天気予報の観点
で、GEPS1701からGEPS2003への変更内容と予測精
度の改善について報告する。海面水温境界値の作成手
法の詳細や、2週間から 1か月予報の観点での改善点や
評価結果などについては、高倉・小森 (2020)及び関口
(2020)で報告されているので合わせてご覧頂きたい。

2.2.7.2 変更の概要
GEPS2003における変更の概要を説明する。なお、
更新前のGEPSの全体像については JMA (2019)を参
照されたい。

(1) 予報モデル
GEPS2003 では予報モデルが GSM1603E から

GSM2003に更新された。GSM1603Eでは、GSM1705

で導入された放射計算で利用する水雲粒の有効半径を
診断する手法の改良、陸面過程における植生と土壌水
分の扱いの改良、海面過程の改良が GSM1603に加え
て先行的に適用されている。GSM1705の変更概要は
米原 (2017)を、GSM2003の変更概要や予測特性の変
化は第 2.2.6項を参照されたい。今回、全球数値予報シ
ステムとGEPSで予報モデルのバージョンが揃うこと
で、より適切な GSM予測の不確実性を提供できるよ
うになっている。また、解析値の作成に利用される予
報モデルと、予報を行う予報モデルの予測特性の違い
に起因する、初期値における不整合を小さくできる点
でもより望ましい EPSとなっている。
同時に、GEPSの予報モデルについて、プロセスを
使用した並列化の仕方を最適化することにより、実行
時間を 4%程度短縮した。この高速化を適用すること
により、予報モデル更新に伴う演算量の増加による実
行時間の増加を抑え、改良前後で実行時間を同程度と
している。なお、GSM2003に導入された高速化手法
のうち、出力専用ノードに関してはGEPSではノード
数の増加に対する実行時間の短縮が小さいため採用し
ていない。

(2) 初期摂動
GEPS2003では、EPSとしての予測精度改善や計算
安定性向上のために初期摂動の作成手法を改良した。
まず、GEPSの摂動作成手法について、今回の変更
に関連する部分を簡単に説明する。SV法では、週間
EPSの手法 (酒井 2008)に改良を加えた手法を用いて

42



おり、全球解析値を低分解能に変換したものに対して
南北中高緯度域と低緯度域の 3領域についてそれぞれ
SVを求めた後、それらを合成して摂動として用いてい
る (山口 2017)。低緯度域の SV摂動のみ、トータルエ
ネルギーノルムにおいて水蒸気の効果を考慮している。
SV法では解析の不確実性の大きさを直接見積もること
はできず、SVの振幅は経験的に値を決める必要がある
ため、中高緯度の SV摂動の大きさは、500 hPa気温
摂動の二乗平均平方根の大きさを与えることで決めて
いる。LETKFには、太田・堀田 (2016)で解説された
仕様に、Ota et al. (2019)の変更を加えたものを用い
ている。LETKFデータ同化サイクルの構成は、GEPS

の初期値となる全球解析のもつ不確実性を捉えるため、
可能な限り全球解析に近づけている。しかし、これま
でのGEPSでは、そもそも LETKFデータ同化サイク
ルはGEPS独自のシステムであり、また観測データの
利用の仕方についても、計算コストや運用スケジュー
ルの都合上全球解析とは異なるものになっていた。最
終的な初期摂動は、SV法と LETKFの両手法で求めた
摂動の振幅を調整しつつ足し合わせたものである。予
測のスプレッドは主に SV法による摂動が担っている
が、SV摂動のみでは初期摂動が局所的になるととも
に初期のばらつきが小さい点を LETKFによる摂動が
補っている。
GEPSには、FT=48をピークに FT=120付近まで
の予測時間でスプレッドが予測誤差に対して過剰とい
う課題がある。今回、SV摂動が予測誤差をより適切
に捉えることができるように、南北中高緯度ターゲッ
ト領域の SV 法による初期摂動の振幅を 0.23 K から
0.21 Kに小さくした。振幅調整の結果、南北中高緯度
では多くの要素でスプレッドが減少した。500 hPa高
度場のスプレッドは、FT=48以降で過大が緩和されて
誤差との関係がより適切になった。
SV摂動の作成手法に、摂動ランの計算の安定性を悪
化させる砂漠での過剰な摂動を抑制する処理を追加し
た。熱帯域SVの計算では、砂漠・半砂漠域においてトー
タルエネルギーノルムの 40%以上が比湿成分となるよ
うな比湿成分主体の SVが求まることがある。今回、摂
動の合成時においてその比湿成分主体の SVを除外す
る処理を導入した。変更前には砂漠域で 300 mm/day

を超える降水を表現する摂動ランが稀に見られたが、
変更後はこれほど極端な予測はみられなくなり、計算
の安定性が向上した。
初期摂動の作成に用いる LETKFデータ同化サイク
ルをGEPS独自のものから全球解析のものに変更した。
2019年 12月に、全球解析にハイブリッド同化が導入
され（第 2.2.2項）、全球解析内に LETKFデータ同化
サイクルが導入されたため、独自の LETKFを廃止し
て全球解析による摂動を利用するように変更した。今
回の変更により、全球解析の不確実性を捉える点でよ
り望ましいシステムを実現するとともに、計算コスト

や管理コストを減らすことができた。

(3) 海面水温境界値
熱帯から亜熱帯の SSTを、12日予測以降において
解析値に気候値の時間変化を加えた予測値から、季節
EPSが予測した SSTに段階的に切り替える手法（2段
階 SST法）を導入した (高倉・小森 2020)。この手法
は 12日予測以降にのみ影響を与えるもので、台風予測
や週間予測には影響しない。

2.2.7.3 予測精度の検証
GEPS2003を現業に導入する際に行った業務化試験9

の結果を元に、予測精度変化の概要を示す。

(1) 実験設定
週間天気予測、台風進路予測、2週目以降の予測そ
れぞれの予測精度の変化を確認するために、次の 3種
の比較実験を実施した。
1つ目は、2019年 4月時点の GEPS1701において、

GSM2003の業務化試験におけるCNTL実験（第 2.2.6

項を参照）で作成された初期値を用いたものを対照実
験、GEPS2003においてGSM2003で作成された初期
値を用いたものをテスト実験とする比較である。この
実験は、全球解析とGEPSの両方について、2020年 3

月の更新に対する比較となる。GSM2003の業務化試
験と同一の夏・冬期間について行い、アンサンブル予
報は 00,12UTC初期値について 27メンバーで 264時
間先まで行った。北半球 500 hPa高度場の予測や日本
の降水予測についてはこの実験の結果を示す。
2つ目は、台風進路予測についてより多くのサンプ
ルで精度を確認するために行うもので、1つ目の実験
に加えて、2018年の台風と 2019年の第 23号までの台
風を対象とした期間に対して、00,06,12,18UTC初期値
から 27メンバーで 132時間先までのアンサンブル予
報を行ったものである。追加した実験部分は、当時の
現業システムで作成された全球解析の解析値を初期値
として、GEPS1701とGEPS2003を比較した実験にな
る。そのため、初期値については 2020年 3月の更新以
外の効果を含んでいるが、その効果の台風進路への影
響は小さい。台風進路予測に関してはこの実験の検証
の結果を示す。
3つ目は 1か月予報の再予報実験（過去 30年分の再
予報計算）である。再予報の仕様については越智 (2020)

を参照していただきたい。1週間目の予測精度も含め
て、1か月予報の予測精度についてはこの実験の結果
を示す。

(2) 北半球 500 hPa高度場の予測
図 2.2.28に予報時間ごとの北半球 500 hPa高度場の
予測についての検証結果を示す。これは、解析値に対す
る検証結果である。図の通り、FT=144までの予測を中

9 業務化試験の位置付け・内容については (石田 2017)を参
照。
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心にアンサンブル平均の二乗平均平方根誤差 (RMSE:

Root Mean Square Error)が改善しており、夏季では
FT=168まで、冬季では FT=144まで改善が有意であ
る。RMSEの改善には予報モデルの更新が大きく寄与
している。また、初期摂動の振幅調整によりスプレッ
ドは減少し、FT=48をピークとしたスプレッド過剰が
緩和され、より適切な関係に近づいた。同時に、これ
までスプレッドが適正であった FT=120以降について
は関係が悪くなっていない。このスプレッドの適正化
も、アンサンブル平均予測改善に寄与している。
今回の改良によりスプレッドの大きさが改善された
が、依然として予測初期からFT=96付近までの範囲で
スプレッドは予測誤差について過剰な状況であり、引
き続きその改善には課題が残る。

(3) 日本の降水予測
図 2.2.29に日本の降水予測について解析雨量に対し
て検証した結果を示す。ブライアスキルスコア (BSS:

Brier Skill Score)について、夏は 1 mm/24hrの閾値
で悪化、5 mm/24hrの閾値で中立、冬は 1 mm/24hr

は中立、5 mm/24hrは改善であった。冬で改善傾向が
明瞭な一因として、気圧の谷と低気圧の位置ずれが改
善し降水域予測の改善につながった事例がみられたこ
とが挙げられる。

(4) 台風進路予測
図 2.2.30に予報時間ごとのアンサンブル平均台風進
路予測誤差と、台風接近確率予測の検証結果を示す。検
証は気象庁ベストトラックに対して行っている。図に示
す通り、アンサンブル平均の台風進路予測の平均誤差
には大きな変化はなかった。また、FT=0からFT=120

の台風接近確率の BSSも中立であり、信頼度曲線や予
測頻度にも大きな変化はなかった。今回の変更は統計
的な台風進路予測精度に影響を与えていないと想定さ
れる。この結果は予報モデル更新の結果とも整合的で
ある。

(5) 1か月再予報による予測精度
図 2.2.31 に 1 か月再予報による予測精度の検証結
果を示す。この検証では後処理によるバイアス補正は
行っていない。図には 200 hPaの速度ポテンシャルと
500 hPa高度場の結果のみを示しているが、熱帯域で
は多数の季節や要素でアノマリー相関係数が改善傾向
であった。1週目の予測について、再予報型の実験でも
他の実験と同様に精度が向上していることが確認でき
ている。北半球域や日本周辺域（北西太平洋領域）で
は、季節や要素により改善・改悪はあるものの、総合的
にみて中立であった。平均誤差では、熱帯域を中心に
これまで課題となっていたバイアスの多くを軽減して
いた。特に、冬季の日本の上空において気圧の谷が浅
いバイアスの軽減がみられた。これらの改善には、予
報モデルの更新とともに 2段階 SST法の導入が寄与し
ている。

2.2.7.4 おわりに
GEPSについて、予報モデルを更新するとともに初
期摂動の改良及び 2段階 SST法の導入を行った。業務
化試験による検証の結果、北半球 500 hPa高度場や冬
期間の日本域の降水予測では 11日先までの予測で中立
から改善であった。台風の進路予測精度は大きく変わ
らなかった。また、気候情報課が実施した 1か月予報
再予報による検証結果においては総合的には中立から
改善傾向であった。同時に予報モデルを高速化し、実
行時間の増加を抑えつつ予測精度を向上させている。
最後に、GEPSでは今後も予報モデルを最新のGSM

に更新していくとともに、摂動作成等のアンサンブル
手法を改良していくことにより予測精度の向上に努め
ていく。
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図 2.2.28 アンサンブル平均の 500 hPa高度場の北半球（20° N以北）の検証結果。上段は夏期間、下段は冬期間。左列は予
報時間ごとの RMSE [m]。中列は予報時間ごとのスプレッド [m]、右列はスプレッドスキル。緑線は対照実験で赤線がテス
ト実験の結果。図のタイトルでは対照実験を CNTL、テスト実験を 20XXと記している。RMSEとスプレッドの図では、紫
線は変化率（(20XX-CNTL)/CNTL [%]、右縦軸）を、黄色の逆三角は 5%の有意水準で差が有意であることを示している。
スプレッドスキルは 1が最適であり、1を超えるとスプレッドが予測誤差に対して過剰であることを意味する。

図 2.2.29 対解析雨量による降水の確率的予測のブライアスキルスコア。上段は夏期間、下段は冬期間。左列は閾値 1mm/24h、
右列は閾値 5 mm/24hの降水事例に対するもの。緑線は対照実験で赤線がテスト実験の結果。図のタイトルでは対照実験を
CNTL、テスト実験を 20XXと記している。紫線は差（TEST-CNTL、右縦軸）。
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図 2.2.30 アンサンブル平均の進路予測平均誤差（左図）と FT=0から FT=120の台風接近確率の信頼度曲線とブライアスキ
ルスコア（右図）。対照実験を CNTL、テスト実験を 20XXと記している。緑線は対照実験で赤線がテスト実験の結果。左
図では、左縦軸で平均誤差 [km]を、右縦軸でサンプル数を示しており、図の上部のピンクの三角と青の三角はそれぞれサン
プル間の相関を考慮する場合としない場合に 5%の有意水準で差が有意であることを示す。両実験で共通のサンプルについて
検証しているためサンプル数は同じである。右図では水色とオレンジの棒グラフで対照実験とテスト実験の予測頻度を示す。
また、ブライアスキルスコアの値を凡例中の「BSS=」以降に示している。

図 2.2.31 1か月再予報による各季節の予測精度の検証。左図は熱帯域（20° S–20° N）の 200 hPa速度ポテンシャル (CHI200)
のアノマリー相関係数の差（TEST-CNTL）、右図は同様に北半球域（20° N–90° N）の 500 hPa高度場 (Z500)のもの。青
は 1週目、赤は 2週目、緑は 3から 4週目、黄色は 1から 4週目の予測。誤差棒はブートストラップ法で見積もった 95%信
頼区間である。
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2.2.8 メソ解析とメソモデルの改良
2.2.8.1 はじめに
気象庁では、防災気象情報や航空気象情報の作成支
援、降水短時間予報への入力を主な目的として、メソ
数値予報システム10を運用している。2001年 3月にメ
ソ数値予報システムの現業運用が開始 (萬納寺 2000)さ
れて以降、メソモデル (MSM)の改良が継続的になされ
ており、2017年 2月にこれまで運用されてきた JMA-

NHMから新しい気象庁非静力学モデル asuca(気象庁
予報部 2014)に置き換えられた。一方で、メソ解析で
は 2009年 4月に導入された JMA-NHMに基づく非静
力学メソ 4次元変分法 (JNoVA;気象庁予報部 2010)を
2017年 2月の asucaの導入以降も運用してきた。2020

年 3月にメソ数値予報システムが更新された際に、メ
ソ解析は JNoVAから asucaに基づくメソ 4次元変分
法 (asuca-Var)に置き換えられ、一貫したメソ数値予
報システムとしての運用が可能となった。また本更新
時に、メソモデルにおいても予測精度向上のための改
良が導入されている。
本節では、新たなメソ解析として導入された asuca-

Var について概要を述べるとともに、2020 年 3 月の
MSM更新の際に導入された主な改良項目について示
す。以下では、2017年 2月 asuca導入時のメソモデル
をMSM1702、2020年 3月に現業運用されたメソモデ
ルをMSM2003と表記する。

2.2.8.2 メソ解析の改良
本項では、メソ解析に導入した asuca-Varの概要を
述べる。asuca-Varは asucaの初期値を作成すること
を目的とした変分法同化システムであり、その構成要
素は、予報モデル「asuca」、観測値を用いて最適解の
計算を行う解析本体「asuca-Varコア」、予報値に適用
して観測相当量を求める「観測演算子」である (幾田
2014)。asuca-Varコアは、3次元変分法 (3D-Var)、4次
元変分法 (4D-Var)など、目的に応じて機能を切り替え
ることができるよう設計されており、その 3D-Varの機
能については局地解析に導入されている (幾田 2015)。
今回、その 4D-Varの機能をメソ解析に導入した。
表 2.2.6に、2020年 3月に導入された asuca-Varに
基づく新しいメソ解析（MA2003）の仕様について、
MA2003導入前まで利用してきた JNoVA（2009年 4

月に導入）に基づくメソ解析（MA0904）と比較して
示した。
asuca-Var の解析対象の変数は、東西風 u、南北風

v、地中温度 Tg、地上気圧 psと温位 θ、地表面体積含
水率 wg、偽相対湿度 µp = qv/q

b
sat0(Dee and da Silva

2003)である。MA0904と比較して、地中温度 Tg、地
表面体積含水率 wg が新たに追加されている11。これ

10 メソ解析とメソモデル (予報モデル) を合わせてメソ数値
予報システムと表記する。

11 Tg,ps,θ 間の誤差相関と wg,µp 間の誤差相関があり、それ

らを解析変数とすることで地中物理量を解析により修
正することが可能となる。現在、メソ解析で利用して
いる観測の中に地中物理量を直接観測したものはない
が、Tg と wg は主に地上観測によって修正される。こ
のことは今回の改良における地上要素の解析および予
報精度の向上に貢献している。
衛星輝度温度データのバイアス補正は、これまで気
象庁全球解析における変分法バイアス補正 (VarBC)係
数を利用して行っていた。しかし、その補正は十分では
なく、「観測値-第一推定値 (FG-departure)」の分布に
は、その片側だけ多く不使用となることにより非対称
となるものが一定数見られていた。一方、局地解析で
は、Cameron and Bell (2018)の手法に基づく VarBC

により、適切な補正が行われている (幾田 2019a)。今
回、メソ解析にもこの手法に基づくVarBCを導入する
改良を行った。その結果、バイアスがより適切に補正さ
れていることが確認でき、分布も対称となった（図略）。
4D-Varでは非線形モデル (NL)に対する接線形モデ
ル（TL）とその随伴モデル（AD)を用いて評価関数と
評価関数の勾配を計算し、その極小値を探索する。TL

と ADは、予報モデル asucaの力学過程および物理過
程に基づき作成した。その際、物理過程については、非
線形性が強いために単純に線形化することが困難であ
ることから、TLによる摂動予報がNLによる摂動予報
の良い近似となるよう考慮しつつ簡略化したものを用
いるようにした。
JNoVAベースのMA0904では、極小値探索における
前方演算にはNLを用いていたのに対して、asuca-Var

では TLを用いるよう変更した。これにより、評価関
数が二次形式となり極小値探索の安定性が向上する。
非線形過程の影響を考慮するための方法としては最適
化の過程で基本場の更新を行う (幾田 2019b)。この基
本場の更新は、極小値探索中（最大 50回）に 2回（極
小値探索の 20回目および 35回目に）行う。
asuca-Varのメソ解析への導入により、asucaの予測
特性に基づいた一貫性のあるメソ解析予報サイクルの
実行が可能となった。これは、メソモデルが持つモデ
ルバイアスも引き継がれるということでもある。本開
発の中で顕在化したモデルバイアスを軽減すべく取り
組まれたメソモデルの改良については次項で報告する。

2.2.8.3 メソモデルの改良
本項では、解析予報サイクルにおいて顕在化したモデ
ルバイアスの軽減を目的としてMSM2003で導入され
た改良項目について、過程ごとにその概要を報告する。

(1) 雲微物理
雲微物理過程は、大気中の水物質の質量や粒径を様々
な素過程を考慮して予報および診断するもので、水物
質の相変化に伴う加熱・冷却や降水粒子の生成を通じ
て予測特性に大きな影響を与える。このことから、雲

以外の変数は独立であると仮定する。
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MA0904 MA2003

制御変数 u, v, ps, θ, µp u, v, Tg, ps, θ,Wg, µp

背景誤差 鉛直成分:水平一様、水平成分:水平一様 鉛直成分:海陸時刻別、水平成分:水平一様

極小値探索回数 最大 35回 最大 50回

変分法品質管理 探索 15回目以降 探索 1回目から

変分法バイアス補正 なし Cameron and Bell (2018)

拘束項 エネルギーノルム 背景誤差ノルム

モデル JMA-NHM asuca

前方演算 非線形モデル 接線形モデル（非線形基本場更新 2回）

基本場 非線形モデル 非線形モデル

解像度 アウター 5km, 大気:L50(48+2),地中温度:4 5km,大気:L76,地中温度:8+1(skin)

解像度 インナー 15km, 大気:L40(38+2),地中温度:4 15km,大気:L38,地中温度:8+1(skin)

積分時間間隔 40 sec 120 sec

NL AD NL TL AD

数値拡散 適応水蒸気拡散　 なし 鉛直速度ダンピング

湿潤 大規模凝結 　 雲物理 大規模凝結（雲物理の飽和調節に準拠）

対流 KF(Kain and Fritsch 1990)　 なし KF なし

乱流 診断型渦拡散 　 MYNN3(Nakanishi and Niino 2009) 同左（拡散係数、部分凝結摂動なし）

対流混合層 Sun and Chang (1986) 　 なし

地表面 陸:Kondo (1975), 海:Louis et al. (1982) 　 Beljaars and Holtslag (1991) 同左（バルク係数摂動なし）

放射 杉・多田 (1988) 関口ほか (2019) Mahfouf (1999)

表 2.2.6 データ同化システムの新旧比較。MA2003は 2020年 3月に導入された asuca-Varに基づく新しいメソ解析を、MA0904
は 2009年 4月に導入された JNoVAに基づくメソ解析を指す。

図 2.2.32 Abel-Boutle(AB)、Marshall-Palmer(MP) のそ
れぞれで求められる粒径分布関数。qr は全密度に対する雨
水量の比として定義される。

微物理過程の精度向上は豪雨などの顕著現象の予測に
不可欠なものである。MSM2003では雲微物理過程の
以下の項目を見直した。
雨の粒径分布は MSM1702 では Abel-Boutle(Abel

and Boutle 2012) に基づいて算出していたが、特に
雨水量が少ないときに粒径の小さな雨が多くなる特徴
があり、雨滴蒸発が過剰だった。Abel-Boutleの粒径分
布は、東アジアのような多雨地域には適さないとの指
摘がある (Johnson et al. 2018)ことも考慮して、雨の
粒径分布をMarshall and Palmer (1948)に基づいて算
出するように変更した。図 2.2.32にそれぞれの粒径分
布関数を示す。Abel-Boutleの粒径分布関数では雨水
量 qrが少なくなるほど粒径の小さな雨の比率が多くな
る傾向があり、Marshall-Palmerの粒径分布関数との
違いが顕著に現れる。
雲水から雨への変換は、MSMではオートコンバー
ジョンによって定式化される。この定式化では雲水 qc

がある閾値を超えると雲水から雨への変換が始まる。
MSM1702ではこの閾値を 10−5 [kg/kg]としていた。
これは、雲の粒径に換算すると 6–7 [µm]程度となり、
現実との対応から考えるとかなり小さい。この過少な
閾値の設定が雲水量過少の主要因となっていたことか
ら、MSM2003 では閾値を 10−3 [kg/kg] に修正した。
また、雲氷から雪への変換に用いられるオートコンバー
ジョンについても、対流圏上層のように雲氷量が少な
い場合に雪への変換が過剰だったため見直した。
その他、雲氷落下速度を計算する際に用いられる係
数の変更や、雲氷と雪の衝突併合過程において雲氷の
落下速度を考慮するように修正を加えた。
MSM2003で導入された雲物理改良のインパクトを
見るため、二周波降水レーダー (DPR)による観測と
衛星搭載型レーダシミュレータによってモデル出力か
ら算出された反射強度とを比較した例 (幾田 2019c)を
図 2.2.33に示す。MSM1702では融解層より上層で全
般的に観測よりも反射強度が弱く、融解層より下層で
は弱い降水域で反射強度が弱くなる傾向が見られるが、
MSM2003ではいずれの傾向も改善された。

(2) 雲量診断
モデル格子平均で水蒸気が飽和していなくても、格
子内の温度・比湿の揺らぎによって格子内で部分的に
飽和している状況を考慮することは、放射計算や水物
質の相変化に伴う大気の加熱・冷却を評価するうえで
重要である。格子内で雲が存在する割合として雲量が
定義されるが、その診断には格子内の揺らぎを見積も
るための仮定が必要である。asucaでは、放射、境界
層、雲微物理の各過程で雲量が診断されているものの、
これらはそれぞれ独立したスキームによって診断され
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図 2.2.33 2018 年 7 月 6 日 00UTC の DPR(KuPR) の衛
星直下における反射強度の鉛直断面。上から順に観測値、
MSM1702によるシミュレーション結果、MSM2003によ
るシミュレーション結果を表す。

ており、特にMSM1702では放射と雲微物理で用いら
れる雲量診断の手法が全く異なっていた。
MSM の雲微物理過程では、Wilson and Ballard

(1999)に基づいて雲量を診断している。本スキームは、
氏家 (2020)にあるように氷に対する過飽和を許容する
ことが特徴となっており、観測されるような大気の過
飽和をより適切に表現するようになっている。一方で、
放射過程で用いられる Sommeria and Deardorff (1977)

に基づく雲量診断では、氷過飽和の扱いがWilson and

Ballard (1999)とは大きく異なっているため、氷飽和
の状況下において、放射、雲微物理の両過程で診断さ
れる雲量に大きな乖離が生じることが問題となってい
た。図 2.2.34に氷に対する相対湿度とそれぞれの過程
で診断される雲量の一例を示す。放射過程では相対湿
度 110%付近で雲量が 1となっているのに対し、雲物
理過程では相対湿度 150%付近から雲量が生じており、
全く異なる挙動を示すことがわかる。
この不整合は、放射で診断される上層雲量が過大と
なる原因となっていた。このため、MSM2003では放
射過程でもWilson and Ballard (1999)に基づく雲量
診断手法を採用し、雲微物理の雲量との不整合を解消
させた。この変更により、過大見積もりであった上層
雲量が減少するとともに、MSM1702で見られていた
地上日射量の負バイアスが大幅に縮小することが確認
された (草開 2020)。

(3) 境界層
境界層スキームは、Mellor-Yamada-Nakanishi-Niino

のレベル 3モデル (以下MYNN3)(Nakanishi and Niino

2009)を採用している。MYNN3の特徴の一つとして、

図 2.2.34 氷に対する相対湿度と雲量の関係。赤線、青線は
それぞれ雲微物理、放射過程で診断される雲量を示す。気
温 220K、気圧 200hPa、臨界相対湿度 95%の条件下で計
算した。

平均量の時間変化項に現れる乱流フラックスの診断に、
逆勾配項と呼ばれる平均量の勾配に依存しない項が現
れることが挙げられる。MYNN3の定式化において、逆
勾配項は格子内スケールの液水温位の分散の局所平衡
解からのずれに由来する量として特徴付けられており、
勾配拡散型の境界層スキームでは表現できない、混合
層上部に見られる弱安定層を再現できるなどの利点が
ある。一方で、現業利用のためには計算安定性を確保
することが求められ、これまでも 2次の乱流統計量の
予報方程式において陰解法を用いるなどの計算安定性
を改善させるための改良が適用されてきた (原 2015;西
本 2020)。しかし、MYNN3で逆勾配項を陰解法を用い
て評価することは現実的ではないことから、MSM1702

では逆勾配項は陽解法で評価されており、このことが
原因と思われる乱流フラックスの振動がしばしば現れ
ることが運用上の問題となっていた。
MSM2003では、この問題に対処するために逆勾配
項を評価する際に現れる 2次の乱流統計量について、
現在値を用いる代わりに仮積分した値を用いるように
変更した。この対処により、これまで問題となってい
た計算不安定から生じる乱流フラックスの振動を除去
できることが確認された。定式化の詳細は西本 (2019)

に示されている。

(4) 地表面
地表面からの顕熱・潜熱フラックスは、Monin-

Obukhovの相似則に基づいてモデル最下層の風速、気
温および湿度から診断される。通常用いられるMonin-

Obukhov の相似則による診断手法ではモデル格子点
値の物理量が必要となるが、asucaは有限体積法に基
づく定式化をしているため、モデルで予報される物理
量はモデル格子の平均値であり、一般的に両者は一致
しない。MSM1702では、便宜的にモデル格子平均値
を格子中央での値とみなしてフラックスを算出してい
た。MSM2003では、モデル格子平均値と地表面フラッ
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クスとの関係を従来の相似則に基づいて新たに定式化
し、より厳密な形で相似則を適用できるように改良し
た。この変更により、地表面フラックスが過少になる傾
向が軽減されることが報告されている (Nishizawa and

Kitamura 2018)。
地表面過程において、陸上からの蒸発量は土壌水分
量に強く依存する。このため、土壌水分量を適切に扱う
ことは地上気温の日変化の予測精度にとって重要であ
る。MSM1702では、Deardorff (1978)に基づいた定式
化にしたがって土壌水分量を予測していた。Deardorff

(1978)の定式化では特定の土壌に対して係数が提案さ
れているが、日本の代表的な土壌と比べると砂質が多
く、土壌水分量変化の時定数が短くなる傾向があった。
この問題への対処として、MSM2003では土壌水分量
予測にNoilhan and Planton (1989)によって提案され
た方法を採用した。Noilhan and Planton (1989)の手
法では様々な土壌特性を考慮することができ、当初問
題となっていた乾燥時の時定数をより長くとることが
可能となった。
その他、積雪格子での地表面パラメータに関する見
直しを図った。典型的な葉面積指数 (LAI: Leaf Area

Index)からの見積もりにより、森林域での積雪被覆率
が過大であることが明らかになったため、積雪被覆率
を修正した。また、雪格子の熱伝導率と熱容量を地中
全層「雪」から表層のみ「雪」として扱うように変更
した。これらの修正は、冬期下層に見られた低温バイ
アスの軽減に貢献した。

(5) 力学・モデルフレーム
力学・モデルフレームについては、精度改善や不具
合修正の観点から見直しを行った。
asucaにおいて、モデル地形はモデル格子の頂点 (以
下 q-point)で定義されており、格子中心 (以下 p-point)

での地形は q-pointからの平均値で与えられる。このた
め、p-pointでの地形は実地形と比較すると勾配が小さ
くなる。一方で、地上物理量は p-pointから算出される
ため、地形誤差が地上物理量バイアスを生じさせる要
因となっていた。この問題を解消するために、p-point

から見た地形の誤差が小さくなるように q-pointの地
形を作成するように地形作成手法を修正した。
MSM1702では地形データや地表面定数データを単
精度演算で作成していたが、特に地図投影計算におい
て、異なる計算機での出力に無視できない違いが生じ
うることが明らかとなった。今後見込まれる計算機更
新による定数ファイルの差分を最小限に抑えることが
望ましいことから、地形データや地表面定数データを
倍精度で作成するよう変更した。また、東西・南北方
向の水平気圧傾度力の計算において、モデル最下層・
最上層で過少に扱われており、斜面での風速に影響し
ていることが開発の過程で明らかになったため、修正
を行った。

2.2.8.4 本改良による予測特性の変化
図 2.2.35に夏期間における上層雲量、下層雲量、地
上日射量のMSM2003(テスト実験)とMSM1702(コン
トロール実験)との差を示す。MSM2003では上層雲量
が大幅に減少する一方で、北部海上を中心に下層雲量
が増加する傾向が見てとれる。前者は放射過程に用い
る雲量診断で氷過飽和が許容されるようになったこと
が主要因であり、後者は雲水から雨への変換の閾値を
変更した影響が大きい。その結果として、北部海上の
下層雲量増加に対応して地上日射量が減少し、その他
の地域では上層雲量減少の影響によって地上日射量が
増加する。対象時刻別の地上日射量平均誤差の比較に
おいて (図 2.2.36)、MSM2003ではMSM1702と比べ
て平均誤差が 30 [W/m2]程度縮小した。これまで、夏
季の地上日射量には本州から南に正バイアス、北海道
東部に正バイアスが見られていたが (図略)、今回の改
良は両者のバイアス軽減に貢献した。
放射収支の改善は外向き長波放射 (OLR) によって
も確認された。図 2.2.37に OLRの 7月平均 (ただし、
モデル結果は 7月 1日から 7月 23日までの平均であ
ることに注意)を示した。衛星観測に基づく CERES-

EBAF12プロダクトの解析値と比較すると、MSM1702

では過少傾向にあるのに対し、MSM2003ではより観
測に近くなっており、雲量がより現実に即したものに
改善された効果が現れている。
地表面の項でも述べたように、特に陸上において冬期
下層に低温バイアスが現れることが開発上の課題であっ
た。メソ数値予報システムの本課題に対する改良の効
果を見るために、冬期間での 925 hPa面気温のFT=24

の対初期値との差分を図 2.2.38に示す。MSM1702で
は陸上に低温バイアスが見られるが、MSM2003では低
温バイアスがまだ残っているものの大幅なバイアスの
軽減が確認できる。また、図には示さないが、925 hPa

面での対ゾンデ二乗平均平方根誤差 (RMSE)において
もすべての予報期間で有意な改善が確認された。メソ
解析が asuca-Varに更新されたことにより、一貫した
解析予報サイクルの実行が可能になったことや、地形
作成手法の改良および地表面過程の改良が改善に寄与
したと考えられる。
次に、降水量の面的分布の特性変化についての例を
示す。図 2.2.39は初期時刻 2018年 7月 11日 12UTCか
らの 21時間予測における 3時間降水量である。この事
例では、実況で観測されている熱雷による局所的な降水
がMSM1702では予測できなかった一方で、MSM2003

では部分的ではあるものの局所的な降水が捕捉できた。
この事例においてもMSM2003での上層雲量減少によ
る日射量の増加が見られており (図略)、熱雷表現の改
善に寄与したと考えられる。
本改良における降水の統計的な特性の変化として、

12 Cloud and Earth’s Radiation Energy System (CERES)
Energy Balance and Filled (EBAF)
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図 2.2.35 MSM2003での上層雲量 (左)、下層雲量 (中央)、地上日射量 (右)のMSM1702(コントロール実験)からの差。評価
期間は 2018年 6月 18日から 7月 22日までで、雲量については FT=24、地上日射量については FT=24までの日平均をプ
ロットしている。

図 2.2.36 地上日射量の対象時刻別平均誤差。横軸は時刻
(JST)、縦軸は平均誤差 (W/m2)であり、青線、赤線はそ
れぞれ MSM1702 と MSM2003 の結果を表す。評価期間
は図 2.2.35と同じ。

これまで過少傾向だった弱雨の頻度が高くなる一方で、
強雨の頻度が減少することが挙げられる。代表的な事例
として、図 2.2.40に初期時刻 2018年 6月 29日 03UTC

からの 24時間予測における 3時間降水量を示す。弱雨
の頻度が高くなったことで、MSM1702では予測でき
なかった降水を捕捉できるようになり (図の赤点線)、
見逃しが減少した。また、MSM1702では実況では見
られない強雨が出現した (図の青点線)がMSM2003で
はより実況に近い雨量となっており、強雨の空振りが
減少したことが分かる。
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図 2.2.37 大気上端での外向き長波放射の分布。(左)MSM1702、(中央)MSM2003、(右)CERES-EBAF プロダクトによる解
析値に対応する。CERES-EBAF解析値は 7月の平均、モデル結果は 7月 1日から 7月 23日までの平均をそれぞれ算出し
ている。

図 2.2.38 冬期間の 925hPa面気温の FT=24と対初期値との差分。左図はMSM1702、右図はMSM2003の結果を示す。本図
における解析期間は 2017年 12月 23日から 2018年 1月 23日である。

図 2.2.39 初期時刻 2018年 7月 11日 12UTCからの 21時間予測における 3時間降水量の分布。左からMSM1702、MSM2003、
解析雨量を表す。

53



図 2.2.40 初期時刻 2018年 6月 29日 03UTCからの 24時間予測における 3時間降水量の分布。左からMSM1702、MSM2003、
解析雨量を表す。

2.2.8.5 まとめ及び今後の課題
2020年 3月に更新されたメソ数値予報システムでは、
メソモデルに用いている asucaに基づいた asuca-Var

がメソ解析に新たに導入されたことにより、一貫した
メソ数値予報システムとしての運用および開発が可能
となった。その一方で、このことはメソモデルが持っ
ていたモデルバイアスを顕在化させることにもつなが
るため、モデルバイアス軽減のためのメソモデルの改
良が必要となり、物理過程を中心に全般的な見直しを
図った。モデル改良においては、近年の科学的知見を
取り入れるとともに、雲量診断に存在していた過程間
の不整合を解消させるなど、予測モデル全体としての
整合性を重視して開発を進めた。メソ数値予報システ
ムの更新によって、雲量や日射量の予測精度が向上し
たことで、これまで予測の難しかった熱雷などの局所
的な降水や北日本の下層雲などを部分的ではあるもの
の表現できるようになった。また、統計的な特性とし
て、降水量、気温・高度プロファイル、地上気象要素
についての予測精度改善を確認した。
2018年 10月に気象庁が公表した「2030年に向けた
数値予報技術開発重点計画」では、重点目標の中で豪
雨防災、台風防災を掲げており、いずれもメソ数値予
報システムの果たすべき役割は大きい。重点目標達成
に向けた開発計画として、台風防災を念頭に台風が日
本に接近する可能性がある場合等に、3日先までの総
雨量予測情報の提供を行うこととしている。メソ数値
予報システムにおいては、台風の示度、風速、積算雨
量の予測精度向上が特に求められている。また、線状
降水帯に代表されるような集中豪雨の予測精度向上も、
台風防災と同様にメソ数値予報システムにとって重要
な課題である。これらの顕著現象の予測には、個々の
積乱雲の発生・発達の過程や対流の組織化を予測モデ
ルで適切に表現できることが不可欠である。現在のメ
ソモデルの空間解像度 (水平格子間隔 5 km)では個々の
対流を直接解像することはできないため、積雲スキー
ムなどのパラメタリゼーションが必要であり、各物理

過程の継続的な開発が重要である。あわせて、メソモ
デルの予測値は局地モデルの境界値として用いられる
ことから、より空間解像度の高い局地モデルでの顕著
現象予測の精度向上には、メソモデルでの環境場の再
現性向上も求められている。
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2.2.9 GOES-16 AMV 及び ScatSat-1/OSCAT の
全球解析への利用開始

2.2.9.1 はじめに
2020年 7月 29日、全球解析においてインド宇宙研究
機関（ISRO）が運用する極軌道衛星 ScatSat-1に搭載
されたマイクロ波散乱計 OSCATの海上風データおよ
び米国の静止気象衛星GOES-16の大気追跡風（AMV）
の利用を開始した。本項ではこれらのデータの概要や
利用方法、予測初期値や予測精度に与える影響につい
て概要を報告する。

2.2.9.2 OSCATデータについて
OSCATは、インド宇宙研究機関が運用する極軌道
衛星 ScatSat-1に搭載されたマイクロ波散乱計であり、
地球に向けてマイクロ波を放射し、地表面状態に応じ
た後方散乱強度を測定することにより、海上風を推定
する能動型のセンサーである13。このため、マイクロ
波散乱計の観測により直接観測データが少ない海上の
風のデータを得ることができる。ScatSat-1は 2016年
9月に打ち上げられ、2017年 9月からプロダクトの配
信が開始されている。
　気象庁の現業の全球解析では、マイクロ波散乱計の
海上風プロダクトとして、既に EUMETSAT（欧州気
象衛星開発機構）が運用する極軌道衛星Metopシリー
ズ（A, B, C）に搭載されている ASCATを利用して
いる (髙橋 2010; 守谷ほか 2014)が、新たに ScatSat-1

の OSCATデータを利用することで、低緯度帯を中心
に海上風観測の空白域を補完することができる。
　 OSCAT 海上風プロダクトと ASCAT 海上風プロ
ダクトの比較を表 2.2.7 に示す。OSCAT はペンシル
ビーム型のセンサーであり、ファンビーム型センサー
の ASCATでは観測できない衛星直下を含めて、広範
囲を観測可能となっているが、観測周波数が ASCAT

（5.255 GHz）と比較して高い（13.515 GHz）ため雨に
よる減衰の影響を受けやすく、降水域では観測精度が
悪くなるといった特徴がある。また、OSCATの水平解
像度は ASCATに比べると 2倍程度とやや粗い。全球
モデルの第一推定値を参照値とした OSCATのデータ
品質は ASCATと比較してバイアスがやや大きく標準
偏差はやや小さいが、観測値－第一推定値の水平分布
やヒストグラム等の傾向は ASCATと同等である（図
略）。このため、品質管理処理はASCATと同様の処理
を適用し、風速 25 m/s以上のデータは解析に利用し
ない設定とした。また同一格子に ASCAT海上風がな
い場合に OSCATを解析に使用する設定としている。

2.2.9.3 GOES-16 AMVについて
AMVは静止衛星や極軌道衛星から撮影される、時
間的に連続した複数の画像から雲や水蒸気パターンを
追跡することにより上空の風ベクトルを推定したプロ

13 マイクロ波散乱計の詳細な観測原理については (太原 1999)
を参照されたい。

ダクトである。GOES-16は、NOAA/NESDIS（米国
海洋大気庁/米国環境衛星資料情報局）が運用する第 3

世代静止気象衛星であり、2016年 11月 20日に打ち上
げられ、2017年 12月 18日から GOES-East（静止位
置：西経 75度付近）として運用が開始された。先代機
のGOES-13からフルディスクのスキャン間隔が 10分
間隔に高頻度化されているほか、主に以下の点が改善
されたことで AMVの精度が向上している。

• 衛星画像の水平解像度や位置合わせ精度
の向上

• 算出アルゴリズムの高度化による雲パ
ターン追跡精度の向上

• 多波長帯の観測画像を利用することによ
る雲頂高度推定の高度化

GOES-16 AMVでは新たに短波長の赤外画像（3.9

µm）、水蒸気画像（6.9 µm, 7.3 µm）の波長帯が追加
された。これにより主に、対流圏の中下層の雲パター
ンの追跡が強化され、利用可能な AMVの数が増加し
た。
　気象庁の現業のAMV品質管理処理では、各衛星運用
機関が配信する AMVデータの品質指標である予報値
チェックあり QI（Quality Indicator）を利用した品質
管理 (山下・今井 2007)を実施しているが14、GOES-16

AMVでは予報値チェックありQIが提供されなくなっ
た。このため、GOES-16 AMVについては風速誤差が
大きいデータ、もしくは特に高度推定の誤差が大きい
大気中層のデータを解析に使用しないように、以下の
条件を満たすものを低品質データと判断して除外する
こととした。

• 中層（400 hPa-700 hPa）のデータ
• 観測値－第一推定値のベクトル差が
14.1 m/s以上のデータ

2.2.9.4 利用観測データ分布（データカバレッジ）に
ついて

2021年 1月 1日 00UTCのマイクロ波散乱計のデー
タカバレッジの変化を図 2.2.41に示す。OSCATデー
タの新規追加により、主に低緯度帯を中心に海上風の
カバレッジが約 20%拡大する。これにより熱帯低気圧
等による下層循環を捉えられる可能性が増大し、その
発達、衰弱等の情報の数値予報モデルへの反映が期待
できる。
　 2020年 1月 1日 00UTCのAMVのデータカバレッ
ジの変化を図 2.2.42に示す。GOES-16の観測領域は先
代のGOES-13と同じであり、2018年 1月のGOES-13

14 EUMETSATで開発されたQIには、数値予報モデルとの
整合性を考慮に入れた予報値チェックあり QIと、数値予報
モデルとの整合性を考慮しない予報値チェックなし QIがあ
る。気象庁のデータ同化では、予報場から大きく外れた観測
を除くため、予報値チェックありQIを用いて品質管理を行っ
ている。
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表 2.2.7 ASCATと OSCATの比較
センサー名 ビームの種類 観測周波数 偏波 水平分解能 観測幅

OSCAT ペンシルビーム 13.515 GHz （Kuバンド） HH, VV∗ 25 km, 50 km 1400 km

ASCAT ファンビーム 5.255 GHz（Cバンド） VV 12.5 km, 25 km 500 km x 2
∗ HHは観測に利用するマイクロ波が送・受信波ともに水平偏波、VVは鉛直偏波であることを示す。VVによる観測を加えるこ
とで海上風のリトリーブ精度が向上する。

図 2.2.41 2021年 1月 1日 00UTCのマイクロ波散乱計の
データの分布。OSCATは図中の深緑色のデータ。

図 2.2.42 2020年 1月 1日 00UTCの AMV観測データの
分布。GOES-16 AMVは図中のピンクのデータ。

運用終了以来、AMVデータの空白域となっていたが、
GOES-16 AMVの利用により解消された15。

2.2.9.5 解析場への影響について
GOES-16 AMV及び ScatSat-1/OSCAT海上風デー
タが解析場に与えるインパクトを確認するため、衛星
輝度温度の各種観測値と第一推定値との整合性の変化
を図 2.2.43に示す。統計期間は 2019年 6月 20日から
10月 11日である。なお、インパクト確認のために使
用したモデルは 2019年 12月時点の気象庁全球解析及
び全球予報モデルであり、以降の各種検証でも同じモ
デルを利用して検証を行っている。
　図の縦軸は衛星輝度温度各種センサーであるが、こ
れらのうち、マイクロ波気温サウンダ AMSU-Aの大

15 なお、2020年 3月には中央・東太平洋域を観測範囲とす
る GOES-15の運用が終了し、GOES-16と同等の性能持つ
GOES-17の現業運用が開始された。

気下層に感度のあるチャンネル（チャンネル 4, 5）、
GMI,SSMIS等のマイクロ波イメージャの各種チャン
ネル、およびマイクロ波水蒸気サウンダMHSの中上
層観測チャンネル（チャンネル 3）において、観測値
と第一推定値の整合性が有意に改善した。
　マイクロ波イメージャと気温サウンダ AMSU-Aの
チャンネル 4, 5に対する精度改善については、海上風
の解析精度向上が影響していると考えられる。この改
善により、大気下層の収束・発散、及びそれに伴う水
蒸気移流の第一推定値の精度が向上し、結果として放
射輝度温度の推定精度が向上したと推測できる。
　対流圏中上層の水蒸気量に感度があるMHSのチャ
ンネル 3に対する精度改善についても、下層風の収束・
発散がより正確に表現されるようになったことが影響
していると考えられる。これによって水蒸気の鉛直輸
送がより現実に近いものとなり、対流活動の激しい熱
帯を中心に水蒸気の鉛直プロファイルが改善し、さら
に AMVの同化により大気中上層の水蒸気の解析精度
が向上したと考えられる。

2.2.9.6 日本付近の予報精度への影響について
予報場へのインパクトとして、ラジオゾンデの観測
データを参照値として利用した場合の日本付近の予測
精度の変化を図 2.2.44に示す。左側のカラムは夏実験、
右側のカラムは冬実験の検証結果を示す。検証期間は
夏は 2018年 7月から 9月、冬は 2018年 12月から 2019

年 2月のそれぞれ 3か月間である。
　OSCAT海上風及びGOES-16 AMVの利用が日本付
近の予測精度に与えるインパクトについては、850 hPa、
及び 250 hPaの風速、500 hPaのジオポテンシャル高
度などで有意改善している予報時間が見られるものの、
概ね中立であった。なお、全球領域では、北半球の夏
期間については 500 hPaのジオポテンシャル高度につ
いてはやや悪化する傾向がみられたが、他の要素につ
いては概ね中立であった（図略）。

2.2.9.7 熱帯擾乱の進路予測に与える影響について
図 2.2.45に、大西洋、東太平洋、北西太平洋の各領域
における熱帯擾乱の進路予測誤差の統計検証の結果を
示す。検証対象は 2019年 6月 20日から 10月 11日ま
でに各領域で発生した台風もしくはハリケーンであり、
OSCAT,GOES-16 AMVを利用しない実験（CNTL実
験）と利用した実験（TEST実験）で同一のサンプル
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図 2.2.43 GOES-16 AMV及び ScatSat-1/OSCAT海上風
データを同化に利用した場合の衛星輝度温度の各種観測
データの観測値と第一推定値の差分の標準偏差の変化率
[%]を示す図。これらのデータを同化に利用しない場合か
らの変化率を示しており、負の値（黄色で示された領域）
が改善を示す。また、赤丸は差が信頼区間 95%で有意であ
ることを示す。

を用いて検証した。なお、参照値としてNOAA作成の
ベストトラック（B-decks）を用いた。
　 GOES-16 がカバーする大西洋領域（図 2.2.45 左）
及び東太平洋領域（図 2.2.45中央）で 72時間先程度
まで中立～改善傾向が見られる。北西太平洋領域（図
2.2.45右）でも、概ね中立からやや改善のインパクト
があることが確認できる。

2.2.9.8 まとめ
米国の静止気象衛星 GOES-16の AMV及びインド
の極軌道衛星 ScatSat-1に搭載された OSCATの海上
風プロダクトの全球解析での現業利用に向けた開発を
進めてきた。これらのデータを全球解析に利用するこ
とにより、主に以下の改善のインパクトが確認できた
ため、2020年 7月 29日から現業利用を開始した。

• AMVデータの空白域となっているアメ
リカ大陸付近や、熱帯域を中心とした海
上風のデータカバレッジ向上

• 温度や水蒸気に感度がある衛星輝度温度
観測に対する第一推定値の整合性の改善

• 大西洋、東太平洋領域での台風、ハリ

図 2.2.44 OSCAT、GOES-16 AMV同化による、主要な気
象要素の改善、改悪の有意性を示す図。図の左列は検証要素
を示しており、500 hPaのジオポテンシャル高度（Z500）、
700 hPa の気温（T700）、850 hPa の気温（T850）、
250hPa の風速（Ws250）、850 hPa の風速（Ws850）、
及び 700 hPaの相対湿度（RH700）の各要素の平方根平
均二乗誤差（RMSE）、相関係数（CC）、平均誤差（ME）
を検証対象とする。検証領域は日本周辺領域（東経 110度
～東経 150 度、北緯 20 度～北緯 50 度）とした。左のカ
ラムは夏実験、右のカラムは冬実験であり、それぞれのカ
ラムについて左から右にかけて 1日～11日までの 1日毎
に予報精度の変化の有意性を検証する。改善は黄色、改悪
は灰色で表現している。マークは有意検定の有意水準を表
しており、■は 99%、◆は 95%で有意であることを示し、
△は有意水準 68%で改善、▽は有意水準 68%で改悪であ
ることを示す。

ケーンの進路予測精度の向上

GOES-West（静止位置：西経 135度付近）の観測領
域ではGOES-16とほぼ同等の性能を持つGOES-17が
運用されている。この領域では先代衛星GOES-15の運
用停止以降、その後継衛星であるGOES-17のAMVや
衛星輝度温度がデータ同化に使用されていない。2020

年 12月現在、これらの現業導入に向けた開発を行って
いる。また、OSCAT海上風プロダクトについてはメ
ソ、局地解析では利用されておらず、これらの解析で
の利用に向けて開発を進める。
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図 2.2.45 熱帯擾乱の進路予報へのインパクト。左図が大西洋領域、中央図が東太平洋領域、右図は北西太平洋領域の進路予報
誤差統計検証の結果を示す。上段は、左の縦軸は予測位置誤差 [km]、右の縦軸はサンプル数 [個]、横軸は予報時間 [hour]で
あり、赤線が TEST実験、青線が CNTL実験の予測位置誤差を示す。エラーバーは 95%信頼区間を表す。下段は予測位置誤
差 [km]の TEST-CNTLの値で、負であれば TESTの誤差が CNTLの誤差を下回っていることを示す。図上部の▼は統計
的な有意性を示しており、上段が時間方向の相関を考慮、下段が独立を仮定して計算した有意判定結果であり、緑色は有意、
黒色は有意でないことを示す。

参考文献
守谷昌己, 大和田浩美, 山下浩史, 江河拓夢, 2014:

Metop-B データの利用開始. 平成 26 年度数値予報
研修テキスト,気象庁予報部, 104–107.

太原芳彦, 1999: マイクロ波放射計. 数値予報課報告・
別冊第 45号, 気象庁予報部, 27–43.

髙橋昌也, 2010: マイクロ波散乱計 ASCATデータの
全球解析での利用. 平成 22年度数値予報研修テキス
ト, 気象庁予報部, 43–47.

山下浩史, 今井崇人, 2007: 大気追跡風 (AMV). 数値予
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59



2.2.10 局地解析におけるひまわり 8号 CSRデー
タ利用拡大

2.2.10.1 はじめに
気象庁の数値予報システムでは、初期値解析において
様々な衛星の輝度温度データが同化されている。静止気
象衛星に搭載された赤外イメージャの観測データから
作成される晴天放射輝度温度プロダクト (CSR:Clear-

Sky Radiance)もそのひとつで、現在は水蒸気の吸収
帯に中心波長をもつバンド（水蒸気バンド）のデータ
が利用されている。CSRを同化することにより、これ
らのバンドが感度を持つ対流圏の中上層の水蒸気量を
中心に、初期値の精度が改善する。ひまわり 8号をは
じめとする近年の静止気象衛星には複数の水蒸気バン
ドが搭載されており、全球解析やメソ解析では、既に
複数の水蒸気バンドを利用している（岡部 2019; 太田
ほか 2019）。
局地解析ではひまわり 8号の CSRを利用している
が、これまでは搭載されている 3つの水蒸気バンドの
うち、バンド 8（中心波長 6.2µm）のみの利用にとど
まっていた。今般、全球解析やメソ解析と同様に、バ
ンド 9（同 6.9µm）および 10（同 7.3µm）を新規に追
加して利用を開始した。本稿では、2020年 7月 29日
に局地解析に導入された、ひまわり 8号 CSRのバン
ド 9および 10への利用拡大について概要を報告する。

2.2.10.2 変更の概要
追加で利用するバンド 9および 10は、これまで利用
していたバンド 8より大気の透過率が高く、大気のよ
り下層に感度がある。このため、陸域で大気が乾燥し
ている場合など、しばしば大気を透過する地表面から
の放射の影響を適切に考慮する必要がある。今般、バ
ンド 9および 10を利用するにあたり、全球解析やメソ
解析に適用された、陸域でのCSR利用に関する高度化
（岡部 2020）を局地解析にも適用した。以下に変更点
を示す。

1. 放射計算に用いる地表面射出率を、固定値 0.9か
ら、植生や季節変化を考慮した気候値に変更。

2. 放射計算に用いる地表面温度を、第一推定値から、
窓バンド（バンド 13、中心波長 10.8µm）のCSR

データに基づくリトリーブ値に変更。

3. バンド 9および 10の CSRデータの新規利用。

2.2.10.3 業務化試験
本変更導入前の最新のルーチン相当のシステムに、
上記の変更を適用し、解析値・予測値の改善を確認す
るための実験を実施した（業務化試験）。コントロール
実験（CNTL）では、局地数値予報システムや、境界
値として用いたメソ数値予報システム、および全球数
値予報システムとして、いずれも 2020年 3月末時点の
ルーチン相当のシステムを用いた。これに対しテスト
実験（TEST）では、CNTLの局地解析に上記の変更

図 2.2.46 TESTの CNTLに対する、観測値と第一推定値
との差の標準偏差の変化率 [%]（各観測データの左列）お
よび利用データ数変化率 [%]（右列）、(a)マイクロ波サウ
ンダ、(b)マイクロ波イメージャ、(c)ラジオゾンデ気温、
(d)ラジオゾンデの相対湿度。赤線が夏期間、緑線が冬期
間を示す。エラーバーは 95%信頼区間、丸印は変化率の正
負が統計的に有意であることを示す。縦軸はそれぞれ、マ
イクロ波サウンダについてはチャンネル番号、マイクロ波
イメージャについてはチャンネル周波数（Vは垂直偏波を
表す）、ラジオゾンデについては気圧を示す。

を適用した。実験期間は、2018年 6月 27日-7月 8日
（以下、夏期間とする）、および 2018年 1月 16日-27

日（以下、冬期間とする）とし、どちらも解析時刻間
隔は 1時間とした。

(1) 解析値・第一推定値の変化
対流圏中層 (700hPa)における比湿の解析値の期間
平均が、海上を中心に若干増加したが、他の要素につ
いて大きな変化はなかった（図省略）。
第一推定値については、対流圏の水蒸気や気温に感
度のある衛星輝度温度、およびラジオゾンデの観測値
との整合性が向上し、精度が改善した（図 2.2.46）。
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(2) 予測値の変化
降水検証の結果、降水スコアに顕著な変化は見られ
なかった。ただし、傾向としては、特に夏期間におい
て、25[mm/3h]以上の強雨を中心として空振り率・見
逃し率が減少し、エクイタブルスレットスコアの改善
が確認された一方、弱雨では見逃し率の増加による同
スコアの改悪がわずかにみられた（図 2.2.47）。
事例解析では予報時間中盤以降、過大な強雨が緩和
される改善等、降水検証と整合する事例が複数見られ
た。ここでは、九州地方南部における 2018年 7月 2日
12UTCを初期値とした 6時間後予測における 3時間降
水量の比較結果を示す（図 2.2.48）。比較的弱い降水の
見逃し拡大として、CNTLで弱かった鹿児島県中部の
降水域が、TESTではさらに弱くなっていることが確
認できる。一方で、強雨に対する改善として、CNTL

では解析雨量に見られない 50[mm/3h]以上の強雨域が
宮崎県南部まで伸びていたのに対し、TESTでは主に
宮崎県と熊本県の県境付近にまとまって分布しており、
解析雨量の分布に近くなっていることが確認できる。

2.2.10.4 まとめ
局地解析においてこれまで未利用だった、ひまわり

8号のバンド 9および 10の CSRデータを利用するた
め、放射計算に用いる地表面射出率および、地表面温
度の改良を適用した。変更を適用した実験の結果、対
流圏において水蒸気場が改善することや、降水検証に
おいて強雨を中心に空振り率・見逃し率が減少し、エ
クイタブルスレットスコアが改善傾向であることが確
認された。この結果を受けて、2020年 7月 29日から、
当データの局地解析での現業利用を開始した。

参考文献
岡部いづみ, 2019: ひまわり 8 号のバンド 9, 10 及
び Meteosat のチャンネル 6 の晴天放射輝度温度
(CSR:clear-sky radiance) データの追加利用. 令和
元年度数値予報研修テキスト, 気象庁予報部, 56–57.

岡部いづみ, 2020: 静止気象衛星ひまわりCSR. 数値予
報課報告・別冊第 66号, 気象庁予報部, 133–141.

太田行哉, 岡部いづみ, 小屋松進, 西本秀祐, 谷寧人,

2019: メソ解析における観測データ利用の改良及び
メソ数値予報システムにおける北西太平洋高解像度
日別海面水温解析の利用開始. 令和元年度数値予報
研修テキスト,気象庁予報部, 61–67.
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図 2.2.47 降水強度閾値別の対解析雨量降水の CNTL（青線）と TEST（赤線）のバイアススコア、エクイタブルスレットスコ
ア、空振り率および見逃し率（上段）と、それらの TESTと CNTLの差（下段）。横軸は 3時間降水強度閾値 [mm/3h]を
表す。検証格子は 10km × 10kmとした。エラーバーは 95%の信頼区間を示す。

図 2.2.48 2018年 7月 2日 12UTCを初期値とした 6時間後予測における 3時間降水量の比較。解析雨量（左）、TEST（中
央）、CNTL（右）。
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2.2.11 全球解析におけるMetop-Cマイクロ波サウ
ンダ AMSU-AおよびMHSの利用開始

2.2.11.1 はじめに
Metop-Cは、欧州気象衛星開発機構（EUMETSAT）
が運用する、現業極軌道気象衛星Metopシリーズの 3

機目の衛星で、2018 年 11 月 7 日に打ち上げられた。
Metopには多数の観測センサーが搭載されており、既
に運用中の同シリーズ衛星Metop-AおよびMetop-B

のデータが、気象庁の数値予報システムで利用されて
いる（大和田 2008; 守谷ほか 2014）。
搭載されているセンサーのうち、マイクロ波気温サ
ウンダ AMSU-Aは、60GHz帯の酸素の吸収帯を利用
したセンサーで、大気の透過率が様々に異なる複数の
チャンネルを持ち、それぞれ対流圏から成層圏の様々
な高度の気温に感度を持つ。気象庁の数値予報システ
ムにおいては、Metopの他、米国が運用する極軌道衛
星NOAAやAquaに搭載されているAMSU-Aを利用
中である（岡本 2007; 江河 2015）。
マイクロ波水蒸気サウンダMHSは、183GHz帯の水
蒸気の吸収帯を利用したセンサーで、この周波数帯に
は 3つのチャンネルを持ち、対流圏中上層の水蒸気量に
感度を持つ。AMSU-Aと同様に、Metopの他、NOAA

に搭載されている MHS を既に利用中である。なお、
MHS は全球解析において、雲・降水域のデータも利
用する全天同化が 2019年 12月に導入されている（第
2.2.3項を参照）。
本稿では、全球数値予報システムで 2020年 9月 15

日に開始した、Metop-C搭載のAMSU-AおよびMHS

の輝度温度データの利用について、概要を報告する。

2.2.11.2 変更の概要
AMSU-AおよびMHSについては、いずれも既に他
の衛星のデータが利用されていることから、Metop-C

についても品質が同程度であることを確認した上で、他
の衛星と同様の設定で同化利用することを基本方針と
した。予備実験における輝度温度の観測値と第一推定値
の差（O-B）を用いて品質を確認した結果、AMSU-A

については、既存利用衛星と同程度であることが確認
された。また、MHSについてはチャンネル 3および 4

で若干ノイズが大きいことが確認されたものの、設定
されている観測誤差の値に比べるとその差異は小さく、
品質に利用上の問題はないと判断した。これらを受け、
他の衛星の AMSU-AやMHSと同じ観測誤差設定値、
ならびに雲・降水判定やバイアス補正などの品質管理
手法を用い、Metop-Cの AMSU-AおよびMHSを追
加して利用するように変更した。
両センサーを追加した性能評価試験（夏期間）を行っ
た結果、解析値および予測値の精度に概ね改善が確認
できた一方で、北極域において解析値の精度に悪化が確
認された。調査の結果、Metop-Cのデータ品質自体に
は問題はなかったものの、Metop-Cも含めた AMSU-

Aのバイアス補正が不十分であることが精度悪化の原
因と思われた。このことから、暫定的な対処として、
Metop-C/AMSU-Aの一部のデータについて利用域を
制限し（チャンネル 7および 8の北緯 70度以北のデー
タを不使用とする）、精度悪化を軽減させることとした。
本変更におけるMetop-C/AMSU-AおよびMHSの
追加により、両センサーのデータの分布域が拡大し、い
ずれも概ね 20～30%ほど利用データ数が増加した。

2.2.11.3 性能評価試験
本変更導入前の最新のルーチン相当のシステム（第

2.2.9 項で報告の GOES-16 AMV および ScatSat-

1/OSCAT利用を適用）をコントロール実験（CNTL）
とし、CNTLにMetop-C/AMSU-AおよびMHSを追
加（ただし AMSU-Aについては一部データの利用域
を制限）した実験をテスト実験（TEST）として、性能
評価試験を実施した。実験期間は、2019年 7月から 9

月（夏実験）および 2019年 12月から 2020年 2月（冬
実験）のそれぞれ 3か月間とした。

(1) 解析値・第一推定値の変化
平均的な解析値については、夏冬実験ともに、極域
を除き顕著な変化はみられなかった。
第一推定値については、気温や水蒸気に感度のある
別の輝度温度センサー（ATMS, SAPHIR, SSMIS, 静
止衛星 CSR）を中心に、これらの観測値との整合性
に向上が見られ、解析値の精度向上が示唆された（図
2.2.49）。

(2) 予測値の変化
500hPa高度場や 850hPa気温などの代表的な予報変
数の改善・改悪の程度を示すスコアカードでは、南北
半球（南緯 20度以南、北緯 20度以北）を中心に、概
ね改善の傾向が確認できた（図省略）。一方で、熱帯域
の 500hPa高度場では改悪の傾向がみられたが、これ
については後述する。
予測値に関して、改善率の帯状平均を確認したとこ
ろ、中緯度の対流圏中上層を中心に、気温や高度、比
湿、風速に改善の傾向が見られた。図 2.2.50に、TEST、
CNTL 両実験に共通の参照値として ECMWF再解析
（ERA5; Hersbach et al. 2020）を用いた結果を示す
（TEST、CNTLそれぞれの初期値を参照値とした検証
結果でも概ね同様の結果）16。比湿の改善はMHSによ
る効果、気温や高度場の改善は AMSU-Aによる効果
が主であると考えられる。冬季の南極域において予報
初期に見られる高度場の悪化（図 2.2.50では ERA5を
参照値とした FT=0（解析値）で悪化として見られる
箇所に対応）については、今回対処を行った夏実験に
おける北極域の改悪と同様に、AMSU-Aのバイアス補

16 TEST、CNTLそれぞれ自身の解析値を参照値とした検証
では、特に予報初期の熱帯域において、TESTにおける精度
の変化を確認することが難しいことから、独立した共通の参
照値として他センターの解析値を利用した図を示した。
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図 2.2.49 TESTの CNTLに対する、様々な観測と第一推
定値との差の標準偏差の変化率（各観測データの左列）及
び利用データ数変化率（右列）。第一推定値との差は観測誤
差で規格化済み。(a)マイクロ波サウンダ ATMS、(b)マ
イクロ波水蒸気サウンダ SAPHIR、(c)マイクロ波イメー
ジャSSMISおよび GMI、(d)静止衛星晴天輝度温度。赤
線が夏実験、緑線が冬実験を示す。エラーバーと丸印はそ
れぞれ、95%信頼区間と、それによる変化率の正負が統計
的に有意であることを示す。縦軸はそれぞれ、マイクロ波
イメージャについてはチャンネル周波数（Vは垂直偏波を
表す）、それ以外のセンサーについてはチャンネル番号を
示す。

正に起因するものと思われるが、予報時間が進むにつ
れ悪影響は見られなくなったことから、北極域に適用
したようなデータ利用域の制限は行っていない。
熱帯の対流圏上層から成層圏にかけては、FT=48～

72以降に高度場で改悪が見られ（TEST、CNTLそれ
ぞれの初期値を参照値とした検証結果でも同様）、前
述のスコアカードで見られた改悪とも整合する。この
改悪について、200hPa 高度場の平面図を用いて確認
した（図省略）。初期値の段階では、CNTLにおいて
正バイアスを持った熱帯付近の高度場は、TESTでは
Metop-Cデータの追加により正バイアスが軽減される
方向に変化していた。しかし、予報時間が進むにつれ、
TESTとCNTLの差は初期値での変化量を概ね維持し
たまま推移しているのに対し、高度場のバイアスは全

体的に次第に負バイアスへと転じたことから、上記の
変化量は負バイアスを拡大させることとなり、改悪と
なったものと考えられる。
ただし、台風進路予測については中立であり（図省
略）、この変化による悪影響は見られなかった。

2.2.11.4 まとめと今後の課題
全球数値予報システムにおいて、Metop-C 搭載の

AMSU-AおよびMHSの輝度温度データを追加利用す
る性能評価試験を実施した。その結果、第一推定値や
予測値の精度向上が確認できたことから、2020年 9月
15日に、全球解析において当データの利用を開始した。
北極域における高度場への悪影響については、暫定的
な対処として、北極域でMetop-C/AMSU-Aのチャン
ネルを一部利用しないことで軽減した。この悪影響の
原因と抜本的な対処については、今後も引き続き調査
を行う予定である。
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図 2.2.50 ERA5を参照値とした RMSE改善率の帯状平均（1000hPa～100hPa、左端が南極、右端が北極）。寒色系が改善を
示す。パネルは左から、比湿、気温、東西風速、高度。 (1段目）夏実験 FT=0、（2段目）冬実験 FT=0、（3段目）夏実験
FT=72、（4段目）冬実験 FT=72。寒色系が改善を示す。網掛けは信頼区間 95%で有意であることを示す。
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2.2.12 メソアンサンブル予報システムの改良
2.2.12.1 はじめに
気象庁は、メソモデル（MSM: Meso-scale Model）の
予測に対して信頼度や不確実性等の情報を付加するこ
とを目的に、メソアンサンブル予報システム（MEPS:

Meso-scale Ensemble Prediction System) の運用を
2019 年 6 月 27 日に開始した (河野ほか 2019)。その
後、さらなる確率予測精度の向上を目指し、MEPSに
おける予報初期の日本周辺域でのばらつきが小さいこ
とや冬季のアンサンブルスプレッドの過大評価といっ
た問題点を解決するため、初期・側面境界摂動の作成
手法の改良を実施した。夏季17および冬季18 の約 1ヶ
月ずつの実験を行い、MEPSの上述の問題点が改善さ
れ、日本周辺の降水予測の不確実性をより適切に捕捉
できるようになったことを確認した。また、スプレッ
ドの適正化と降水確率予測精度の向上も確認できた。
さらに部内試験運用期間に発生した予測計算の異常終
了の一因となった過大な側面境界摂動が改善され、計
算安定性も向上した。この改良は 2020年 9月 16日に
現業システムに導入された。
本項では、初期摂動の改良および側面境界摂動の改良
項目について述べた後に、これらの改良によるMEPS

の改善を示す。以下、2019 年 6 月に運用を開始した
MEPSをMEPS1906、今回の改良を行い 2020年 9月
に現業運用を開始したMEPSをMEPS2009と表記す
る。MEPSの詳細については、國井・小野 (2020)や
Ono et al. (2021)を参照いただきたい。

2.2.12.2 初期摂動の改良
初期摂動の改良の目的は、予報初期における日本付
近の現象の不確実性をより適切に捕捉することである。
今回の改良では、そのために初期摂動の算出領域を環
境場に応じて動的に設定する手法の導入を行った。ま
た、冬季に過大な水蒸気摂動が算出されることがあるた
め、初期摂動の振幅調整手法について見直しを行った。

(1) メソ特異ベクトル（MSV）のターゲット域の動的
設定手法の導入

MEPSの初期摂動は、異なる時間空間スケールの不
確実性を表現することを目的として、評価時間、水平
解像度の異なる複数の特異ベクトル（SV:　 Singular

Vector）を線形結合して作成している。具体的には、
JMA-NHMの摂動予報モデル、随伴モデルに基づくメ
ソ特異ベクトル（MSV）と、気象庁全球モデルの摂動予
報モデル、随伴モデルに基づく全球特異ベクトル (GSV)

である。このうちMSVは、水平解像度 40 km・評価時
間 6時間のMSV(MSV40)と、水平解像度 80 km・評
価時間 15時間のMSV(MSV80)を利用しており、比較

17 夏季実験期間:2018年 6月 18日 00UTC∼2018年 7月 21
日 18UTC

18 冬季実験期間:2017年 12月 23日 00UTC∼2018年 1月 25
日 18UTC

図 2.2.51 2018年 7月 5日 18UTCにおけるMSV40（水平
解像度 40 kmのMSV）のトータルエネルギーノルムのピー
クの分布。赤点は第 1∼第 7特異ベクトル、青点は第 8∼
第 10特異ベクトル。（左）MEPS1906、（右）MEPS2009。

的時間空間スケールの小さい不安定現象に対応する成
長モードの捕捉を目的とする (國井・小野 2020)。メソ
スケール現象の不確実性の捕捉に対するその有効性は、
Ono et al. (2021)などで示されている。しかしながら、
日本周辺域に顕著な降水が観測された事例において、
その現象とは直接関連のない日本の南海上にMSVが
算出されてしまう傾向が課題として挙げられていた。
図 2.2.51の左はその一例である。南西諸島付近や西日
本から東日本にかけての梅雨前線帯に対応した降水域
が予測される場に対して、これらの降水域から遠く離
れた日本の南海上の太平洋高気圧圏内において MSV

が算出されている。このようなMSVは、少なくとも
評価時間内において日本付近の顕著現象に影響を及ぼ
す可能性は低いと考えられる。
台風等の擾乱がない場合に南海上に算出される局所
的なMSVの傾向を調査したところ、線形成長と非線
形成長が大きく異なることが分かった。そこで、この
ような SVを「偽 SV」として識別し、その算出されや
すい環境場の特徴を把握しターゲット域から除去する
ことで、偽 SVの算出を回避することを検討した。偽
SVは、線形成長した摂動と非線形成長した摂動の類似
度（SI: Similarity index）が 0.6以下、かつ最終ノル
ムにおいて水蒸気項の占める割合が 60 %以上、として
識別した。通常のMSVは、中下層が湿っていて、上
昇流があり、正渦度領域に算出されやすいといった特
徴がある。一方で偽 SVは、その逆の環境場で算出さ
れる傾向が見られる。いくつかの試行の結果、偽 SV

に特徴的な環境場の指標として下層の渦度がターゲッ
ト域の設定に有効に機能することが分かった。そこで、
これまで固定であったMSVのターゲット領域（125°–
145°E,25°–45°N）から、925 hPaの渦度が閾値以下と
なる格子点を除外するように変更した（ただし、全領
域ではなく、35°以南、130°以東の格子点にのみ適用）。
この変更を導入した結果得られるMSVのノルムのピー
ク分布を図 2.2.51の右に示す。この事例では、南海上
の高気圧圏内の渦度が小さい領域がターゲット域から
除外された結果、南西諸島付近および西日本付近の降
水域に対応したMSVが算出されるようになった。
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図 2.2.52 夏季実験期間のMSV40、MSV80のトータルエネルギーの水平分布。00, 12UTC初期値の期間平均。上段はMSV40、
下段はMSV80について、左列はMEPS1906、中列はMEPS2009。上段の右には解析雨量の期間積算値（40km格子に平均
化）を示す。それぞれ最大値で規格化している。

図 2.2.53 図 2.2.52と同様。ただし、冬季実験期間について。

夏季実験期間におけるMSVのトータルエネルギーノ
ルムの水平分布の平均値、および解析雨量の積算値を図
2.2.52に示す。MSV40,MSV80ともに、MEPS1906で
は日本の南海上で高い値となっていたが、MEPS2009

では解析雨量の多い領域の上流側にあたる九州の南西
海上に高い値が分布するようになった。冬季実験期間
について同様に示した図 2.2.53では、MEPS2009の改
良によって九州の南西海上および日本海での算出頻度
が増加し、解析雨量の多い領域との対応がMEPS1906

に比べて良くなった。また、SVが非線形モデルで成長
するかどうかの指標となる SIも、MEPS2009では全
般に改善傾向が見られ、特に平成 30年 7月豪雨を含む
夏季実験期間前半で顕著に改善が見られた（図略）。

(2) MSVにおける水蒸気摂動の振幅上限値の変更
MSVの摂動の振幅は、その上限値が摂動変数ごとに
設定された閾値を超えないように決められる。このう
ち、水蒸気摂動の上限値は 6 g/kgと固定値となってい
たが、特に水蒸気が少なくなる冬季において、過剰な
振幅の水蒸気摂動が算出される事例が見られた。そこ
で、水蒸気の季節および高度依存性を考慮できるよう、
水蒸気摂動の上限値を基本場の 50%とするよう変更し
た。この変更により、たとえば 925 hPaの統計結果で
見られた、アンサンブル平均のRMSEに比べて予報前
半にやや過大であった水蒸気のスプレッドが適正化さ
れた（図略）。なお、夏季については、ほぼインパクト
はなかった。
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2.2.12.3 側面境界摂動の改良
側面境界摂動の改良は、冬季のアンサンブルスプレッ
ドの過大評価の解消やそれに伴う計算安定性の向上な
ど、主に予報後半の摂動の適正化に資する改良を行った。

(1) 全球特異ベクトル (GSV)のターゲット域の変更
MEPSの側面境界摂動は、線形成長させた全球特異
ベクトル (評価時間は 45時間19）を利用しており、そ
のターゲット域を 110°–170°E,15°–50°Nに設定してい
た。このターゲット域は、GSVが初期摂動のみでなく、
境界摂動としても利用されるようになった際に拡張し
て設定された経緯がある (國井・小野 2020)。予報後半
において十分なスプレッドを確保するためにMSVに
比べターゲット域を広くしているが、特に夏季におい
てターゲット域の北西端の砂漠・半砂漠域で成長する
GSVが頻繁に算出されることが判明した（図 2.2.54右
上）。このようなGSVを側面境界摂動として利用した
場合、予報後半で日本周辺域の予測不確実性が適切に
捕捉できないことが懸念される。
この問題を回避して日本周辺域の予測に影響のある

GSV を効率的に算出するため、ターゲット域を従来
からやや狭い領域（120°–170°E,25°–45°N）に縮小し砂
漠・半砂漠域を除外したところ、予報後半における日
本周辺域の不確実性をより適切に表現することができ
るようになった（図 2.2.54右下）。なお、この変更に
より予報後半で日本周辺域のスプレッドが過小となる
ことはなかった。また、冬季においても日本周辺域で
成長する GSVを優先的に算出することができるよう
になった（図 2.2.55）。

(2) GSV算出時のトータルエネルギーノルムの温度
項の重み変更

GSVのノルムはトータルエネルギー（TE）で定義さ
れる。その温度項の重み調整について見直しを行った。
図 2.2.56は、GSVを線形成長させた時のスプレッドの
時系列を示したものである。初期摂動の要素間の比率
は静的な解析誤差の要素間の比になるような調整（調整
時に用いる静的解析誤差は、東西風・南北風：1.8 m/s、
温度:0.7 K）を意図しているが (國井・小野 2020)、そ
れを踏まえるとMEPS1906においては夏季、冬季とも
に温度摂動の大きさが相対的に大きいことが分かる。
このことが、予報開始直後は減少傾向で、その後予報
6時間を過ぎてから大きくなり始めるという温度のス
プレッドの時間変化に影響していると考えられた。
TE ノルムの温度項の重みは任意性があるが、

MEPS1906では全球アンサンブル予報システムと同じ
値である 1.0を用いていた (小野 2016)。今回はGSVに
おける各変数の摂動の大きさの比率が静的な解析誤差の

19 現業運用スケジュールの都合により、GSVはMEPSの初
期時刻の 6 時間前の全球解析値を用いて算出する。そのた
め、評価時間を MEPS の予報時間より 6 時間長い 45 時間
としている。

図 2.2.54 夏季実験期間の線形成長させた全球特異ベクトル
の分布。左列が初期時刻、右列が評価時刻について、上段
は MEPS1906、下段は MEPS2009。分布は MEPS1906
の最大値で規格化している。橙色の点線でターゲット域を
示す。

図 2.2.55 図 2.2.54と同じ。ただし、冬季実験期間。

比率に近づくよう、TEの温度項の見直しを行い、その
重みの値として 3.0を用いるようにした。これは台風ア
ンサンブル予報システム (Yamaguchi et al. 2009)にお
ける設定と同じになる。この変更を行ったMEPS2009

では、GSVの各要素の比率が静的な解析誤差の比率に
近いものとなり、温度場の予報初期のスプレッド減少
傾向も改善された。
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図 2.2.56 線形成長させた GSV のスプレッドの期間平均。
モデル面第 15 層の各要素について、実線は気温 [K]、点
線は東西風・南北風 [m/s]で、青系の色でMEPS1906を、
赤系の色でMEPS2009を示す。横軸は時間 [h]（GSVの
評価時間は 45時間）。（上）夏季実験期間、（下）冬季実験
期間。

(3) 側面境界摂動作成時の振幅調整と線型結合の適用
順序の変更

MEPSでは、摂動の局在化を緩和するため、バリア
ンスミニマム法 (Yamaguchi et al. 2009)を用いて算出
された係数を用いて摂動の線型結合を行っている。従
来のMEPSでは側面境界摂動作成の際、各摂動の振幅
を 500 hPa高度に対応するモデル面（第 15層）の温度
摂動が設定値となるよう調整を行った後、空間的に広
がりを持った摂動を生成するために線型結合を行って
いた。しかしこの方法では、たとえば 500 hPaより下
層にピークを持ち、500 hPa付近で振幅の小さいGSV

の場合、振幅が過大に評価されるといった問題がある。
図 2.2.57は、MEPS1906とMEPS2009について、あ
る冬季事例の 39時間予測における 925 hPaの温度摂
動をメンバー 03∼05（M03∼M05）まで示したもので
ある。このうちMEPS1906のM05では、橙色の点線
で示した西側境界において、-20 K程度の摂動が流入
していた。このような過大な摂動は、図 2.2.58（上）の
鉛直分布に示すように下層に成長のピークを持つGSV

の振幅が、先述した調整方法により過大評価されるこ
とに起因する。
そこで側面境界摂動作成の際、従来の方法と順番を
変えて、先に線形結合を適用して摂動構造を平滑化して
から振幅調整を行うようにした。この変更によって、問
題となっていた下層の摂動過大が改善された。たとえば
図 2.2.57におけるMEPS2009のM03は、MEPS1906

の M05 と同じような摂動パターンが見られるが、そ
の振幅が極端に大きくなることはなく、そのことは図

図 2.2.57 2018 年 1 月 21 日 12UTC 初期時刻の FT=39
の 925 hPa の温度摂動。上段は MEPS1906、下段は
MEPS2009について、左からメンバー 03,04,05。

図 2.2.58 側面境界摂動（温度）の最大値の時系列。縦軸はモ
デル面、横軸は予報時間 [h]。（上）図 2.2.57のMEPS1906
のメンバー 05、（下）図 2.2.57のMEPS2009のメンバー
03。

2.2.58（下）の鉛直分布でも確認できる。また、この事
例におけるMEPS2009のM03以外のメンバーでも過
大な振幅は見られなかった。
ここで示したような予報後半の過大な側面境界摂動
は、予報モデルの計算安定性にも悪影響を及ぼしてい
た。MEPSの本運用の開始前に行われていた部内試験
運用期間には、冬季の大気下層における過大な側面境
界摂動に起因して一つのメンバーの予測計算が異常終
了している。ここで述べた変更によって、このような
異常終了の発生要因を取り除くことができ、計算安定
性が向上する。
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図 2.2.59 アンサンブルスプレッドおよびアンサンブル平均
の RMSE の夏季実験期間平均。FT=6 の 850 hPa の相
当温位 [K]。左はアンサンブルスプレッド、右はアンサン
ブル平均の RMSE について、上段は MEPS1906、中段
はMEPS2009、下段はMEPS2009とMEPS1906の差分
（MEPS2009-MEPS1906）。

(4) 初期・境界摂動の振幅調整の見直し
2020年 3月の GSM,MSMの更新による予報誤差の
軽減や、上述の摂動作成手法の改良を踏まえて、振幅
調整手法の見直しを行った。従来は 500 hPaの温度摂
動が設定値となるよう調整していたが、温度摂動に加
え風速摂動も参照値とするよう変更した。また、過大
な側面境界摂動が算出されないよう、初期摂動の上限
値に合わせて、側面境界摂動にも上限値を設定するこ
ととした。この振幅調整手法の変更後に、アンサンブ
ル平均のRMSEとスプレッドが統計的に同程度になる
よう調整を行った。これらの調整により、従来に比べ
全般的に振幅が小さくなった。また、側面境界摂動の
振幅調整に合わせて、初期摂動の振幅も従来の 90%程
度となるよう調整を行った。

2.2.12.4 改良の効果
これらの改良（MEPS2009）の効果を確認するため、
夏季、冬季期間を対象にそれぞれ 136初期値ずつ実験
を行い、従来のMEPS1906との比較検証を行った。

(1) スプレッドと誤差の関係
アンサンブルスプレッドとアンサンブル平均のRMSE

との関係を確認する。図 2.2.59 は、夏季の 850 hPa

の相当温位についての期間平均分布で、初期摂動の影

図 2.2.60 アンサンブルスプレッド（実線）およびアンサン
ブル平均の RMSE（点線）の予報時間別の夏季実験期間
の検証結果。青線がMEPS1906、赤線がMEPS2009。黒
点線はコントロールランの RMSE。（左上）500 hPaの高
度場 [m]、（右上）500 hPaの高度場 [m]、（左下）850 hPa
の東西風 [m/s]、（右下）850 hPaの相当温位 [K]。検証対
象領域は、（左上）はMSM域、それ以外は JPN域。

響が大きい予報前半（6 時間予報）の場を見ている。
MEPS2009では、MEPS1906で見られた日本から離れ
た南海上のスプレッドが減少し、東シナ海～日本海で
スプレッドが増加する。スプレッドの分布はアンサン
ブル平均の RMSEの分布のパターンと整合的である。
予報後半にかけては、予報領域西部（特に領域北西端）
ではスプレッドは減少するが、日本付近では同等から
微増となる（図略）。図 2.2.60に、アンサンブルスプ
レッドとアンサンブル平均のRMSEの領域平均につい
ての時系列を示す。改良によるスプレッドの変化傾向は
平均をとる領域によって異なり、予報領域全体（MSM

域）では減少し、「125°–145°E,25°–45°Nの領域」（JPN

域）では増加する。
図 2.2.61は、冬季の 500 hPaの高度場についての期
間平均分布で、境界摂動の影響が大きい予報後半（39時
間予報）の場を見ている。MEPS2009では、MEPS1906

で顕著に見られた過大なスプレッドが大幅に減少し、問
題が緩和された。予報前半においては、夏季同様に南海
上のスプレッドが減少し、黄海～日本海でやや増加す
る（図略）。図 2.2.62からは、予報時間全体をとおして
MSM域、JPN域共にスプレッドが減少し、MEPS1906

における過大傾向が改善されたことが分かる。
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図 2.2.61 図 2.2.59と同じ。ただし、冬季実験期間、FT=39
の 500 hPaの高度場 [m]。

図 2.2.62 図 2.2.60と同じ。ただし、冬季実験期間。

(2) 降水の確率予測の検証
夏季の 3 時間降水量のブライアスキルスコアを図

2.2.63に示す。夏季は予報前半を中心に閾値によらず
改善が見られ、また予報後半においても改善が見られ

る。予報前半の改善は初期摂動の改良に、予報後半の
改善は側面境界摂動の改良によるものと考えられる。
冬季の 3 時間降水量のブライアスキルスコアを図

2.2.64に示す。夏季ほど顕著ではないものの、冬季に
おいても閾値 1 mm/3hの予報前半において改善が見ら
れる。全般的に、気候値よりスキルがある 15 mm/3h

以下で中立から改善傾向という結果であった。弱い降
水の予報前半の改善は、図 2.2.53に見られたMSVの
日本海での算出頻度の増加により、冬型事例の降水確
率予測精度が向上したことによるものと考えられる。

(3) 改良の効果を示す典型的な事例
改良の効果が確認できる事例として平成 30年 7月豪
雨の事例を示す。図2.2.65は2018年7月4日12UTCを
初期時刻とした 9時間後における 3時間降水量予測で、
上段はコントロールラン（摂動なしのメンバー、MSM

予測と同じ）の予測と解析雨量、下段はMEPS1906と
MEPS2009 による 20 mm/3h の超過確率である。こ
の時刻の解析雨量においては、九州中部に 20 mm/3h

以上の降水が見られるが、コントロールランでは予測
されていない。MEPS1906の 20 mm/3hの超過確率で
は、この九州中部の降水について、コントロールラン同
様にその可能性を見出すことができない。MEPS1906

では、MSV による初期摂動は九州付近にはほとんど
算出されなかったため、GSVによる水平スケールの大
きな摂動が支配的であった。そのため、各メンバーの
予測する降水は、降水強度に違いは見られるものの降
水パターン自体は類似していた。一方、MEPS2009の
20 mm/3hの超過確率分布では、九州中部の降水の可
能性を捉えることができた。これは主に初期摂動の改
良によって降水域周辺にMSVが算出されるようにな
り、降水予測の不確実性をより適切に捕捉できるよう
になった結果と考えられる。
次に、冬季の発達する低気圧の事例について示す。

MEPS1906の 500 hPaの高度場にみられるトラフ付近
の過大なスプレッドはMEPS2009では大きく減少し、
アンサンブル平均の RMSEに近づいた（図 2.2.66）。
これは、側面境界摂動の改良による効果であり、冬季
実験期間の平均としては図 2.2.62で見られた結果に対
応するものである。この上層のトラフに対応する地上
低気圧付近のスプレッドにも同様の変化が見られ、こ
れまで過大であった予報後半の低気圧のばらつきの表
現が改善されたことが分かる（図 2.2.67）。これによ
り、この事例における予報後半の降水の確率予測精度
も向上したことを確認した（図略）。

2.2.12.5 まとめ及び今後の課題
MEPSにおける予報初期の日本周辺域でのばらつき
が小さいことや冬季のアンサンブルスプレッドの過大
評価といった課題を解決するため、初期・側面境界摂
動の作成手法の改良を行った。この改良により、これ
らの課題が改善され、日本周辺の降水予測の不確実性
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図 2.2.63 夏季実験期間の 3時間降水量のブライアスキルスコア。青線がMEPS1906、赤線がMEPS2009。（左上）閾値 1 mm/3h、
横軸は予報時間 [h]。（右上）閾値 10 mm/3h、横軸は予報時間 [h]。（左下）閾値 30 mm/3h、横軸は予報時間 [h]。（右下）横
軸は閾値 [mm/3h]。

図 2.2.64 冬季実験期間の 3時間降水量のブライアスキルスコア。青線がMEPS1906、赤線がMEPS2009。（左上）閾値 1 mm/3h、
横軸は予報時間 [h]。（右上）閾値 5 mm/3h、横軸は予報時間 [h]。（左下）閾値 10 mm/3h、横軸は予報時間 [h]。（右下）横
軸は閾値 [mm/3h]。

をより適切に捕捉できるようになり、スプレッドの適
正化と降水確率予測精度の向上を確認した。さらに計
算安定性も向上した。この改良は 2020年 9月に現業シ
ステムに導入された。

今後は、國井・小野 (2020)に述べられているとおり、
2018年 10月に気象庁が策定した「2030年に向けた数
値予報技術開発重点計画」の重点目標のうち、「台風防
災」と「豪雨防災」の達成に向けて引き続きメソスケー
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図 2.2.65 2018年 7月 4日 21UTCの 3時間降水量につい
て、（左上）コントロールラン、（右上）解析雨量、（左下）
MEPS1906の 20 mm/3hの超過確率、（右下）MEPS2009
の 20 mm/3h の超過確率。MEPS は 2018 年 7 月 4 日
12UTC初期値の FT=9。

図 2.2.66 冬季の低気圧事例（2017年 12月 23日 00UTCの
FT=39）の 500 hPaの高度場 [m]についてのMEPS1906
（上段）と MEPS2009（下段）の比較。（左）アンサンブ
ル平均（黒線）とスプレッド、（右）メソ解析値（黒線）と
アンサンブル平均の RMSE。

ルのアンサンブル予報の高度化に取り組んでいく必要
がある。まず、初期摂動の改良としては、asucaに基
づく SV法の導入や、現在のシステムで考慮されてい
ない数値予報モデルの不確実性を考慮する手法の導入
が開発課題として挙げられる。さらに、台風防災に関
しては、数日前からの広域避難・対応を可能にする予
測の高精度化が必要であり、これを可能とするために
MEPS（現在は 39時間予報）の予報時間延長に向けた
開発が必要である。予報時間延長時のアンサンブルメ
ンバー増強の必要性の検討、下部境界値の不確実性の
考慮、側面境界摂動の対応といった課題に取り組むこ
とを考えている。豪雨防災においては、線状降水帯に

図 2.2.67 図 2.2.66と同じ。ただし、海面更正気圧 [hPa]に
ついて。

代表されるような集中豪雨の予測が持つ不確実性を適
切に捕捉可能な、局地モデル（LFM）に基づく局地ア
ンサンブル予報システムの開発が挙げられる。MEPS

よりも時空間スケールの小さい現象が対象となり未解
明の部分は多いが、初期値、境界値、数値予報モデル
の不確実性を適切に表現できるシステムを検討してい
く必要がある。
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2.2.13 日本沿岸海況監視予測システムの導入
2.2.13.1 はじめに
気象庁は、海上交通・水産業・マリンレジャー等の多様
な海洋関連の活動を支援するために欠かせない水温や黒
潮・親潮といった主要な海流等の実況把握・予測を目的と
して、海況監視予測システム MOVE/MRI.COMを運
用している。2008年 3月から運用している北西太平洋
海洋データ同化システム MOVE/MRI.COM-WNP(石
崎ほか 2009)は、水平解像度約 10 kmの北西太平洋海
洋モデルと 3次元変分法 (3D-Var) による海洋データ
同化システム等から構成され、黒潮・親潮などの主要な
海流や水温の情報提供で有効活用されてきたが、水平
解像度等の制限から沿岸域の小スケールの現象の再現
が課題となっていた。このような近年の沿岸付近の詳
細な海況情報や日本沿岸の潮位変動（異常潮位等）等
沿岸防災の実況把握・予測のニーズに応えるため、気
象庁本庁と気象研究所では日本沿岸海況監視予測シス
テムMOVE/MRI.COM-JPN（JPNシステム）の開発
を行い、2020年 10月に JPNシステムの現業運用を開
始した。ここでは、現業運用を開始した JPNシステム
の概要を述べ、その解析・予測精度を報告する。

2.2.13.2 システム概要
図 2.2.68に JPNシステムの構成図を示す。本シス
テムは、解析システムである海洋データ同化システ
ム MOVE/MRI.COM(Usui et al. 2015; Hirose et al.

2019)と、予測システムである気象研究所共用海洋モ
デルMRI.COM(Tsujino et al. 2017; Sakamoto et al.

2019)から構成される。以下では、それぞれの仕様等
について説明する。

図 2.2.68 JPNシステム構成図

(1) 解析システム
表 2.2.8に解析システムの仕様概要を示した。比較
のため、同表には旧システムMOVE-WNPの仕様も示
してある。JPNシステムでの大きな改善点の一つとし
て、北太平洋の解析システム (NPR-4D-Var) に 4次元
変分法 (4D-Var) を採用したことがあげられる。旧シ
ステムの 3D-Varから 4D-Varに高度化されたことに
より、短周期の海況変動の再現性が向上している。そ

のことを示す比較検証結果については第 2.2.13.3小節
で示す。
現業 JPNシステムでは、遅延解析と速報解析の 2系
統の解析を行う。遅延解析は、データ同化に用いる船
舶などの現場水温・塩分観測データに約 1か月遅れで
入電するものもあることを考慮し、これら観測データ
を最大限活用するために約 50 日遡って実施する。一
方、速報解析は予報モデルの初期値を作成するために
用いられる。それぞれの解析を駆動するための大気外
力としては、遅延解析では気候学的に均質な解析を行
うことを目的として再解析システム JRA-55を、速報
解析では高解像度の気象の予測を反映するために以下
で述べる予測システムと同様に GSMを使用する。

(2) 予測システム
表 2.2.9に予測システムの仕様概要を示す。同予測シ
ステムは、水平解像度 2 kmの日本近海モデル (JPN)を
核として、北太平洋モデル (NP) 、全球モデル (GLB)

から構成される。
予測システムの改善点としては、
• 日本近海モデルの水平解像度が 2 kmと旧システ
ムの 10 kmより高解像度になり、沿岸域の地形が
より詳細になった

• 高精度の移流スキーム (Second Order Moment,

SOM) の採用により、前線波動に伴う暖水波及や
ストリーマーなどの再現性向上

• 新しい鉛直座標系（z*座標）の導入により従来よ
りも浅い海底地形を表現

• 河川流入水の効果を取り入れた
• 潮汐過程を陽に計算し、潮汐混合の水温・塩分へ
の影響も適切に再現

• 海面気圧による水位の変動の効果が取り入れられ、
沿岸の潮位変動の再現性向上

など、多くの点が挙げられる。また、GLBとNPの予
測は双方向オンラインネスティングを用いて同時に実
行される。これにより、質量やフラックスなど保存性
が重要な変数について、両モデル間で保存性を保った
予報が可能となった。
予測システムの初期値は、Bloom et al. (1996) の

Incremental Analysis Update (IAU) の手法を用いて、
予報開始前の 3日間に対して海洋モデルを実行しなが
らモデルの水温・塩分場を速報解析の水温・塩分に近
づけるよう修正することで作成される。海氷の初期化
については、JPNでは海洋気象情報室が衛星観測デー
タ等を用いて解析する海氷速報解析の密接度を、GLB

と NPは COBE-SST(Ishii et al. 2005)の海氷密接度
を参照してナッジングすることで、海氷の実況を初期
値に反映する。
予報期間は、JPN については 11 日間、NP および

GLBは 1ヶ月である。NPおよびGLBの一か月延長予
報は、気象庁が毎旬発表する海面水温・海流一か月予
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表 2.2.8 解析システムの仕様。旧システムをMOVE-WNP、新システムを JPNシステムとして記した。
システム MOVE-WNP JPNシステム

モデル NP WNP GLB NPR

モデルバージョン MRI.COM v2.4 MRI.COM v4

対象海域 北太平洋 北西太平洋 全球 北太平洋

水平解像度 0.5度 0.1度 東西 1度×南北 0.5度 約 10 km（日本近海）

鉛直層 54層 60層

同化手法 3D-Var 3D-Var 4D-Var

同化ウィンドウ 5日× 2 5日× 2 10日

遅延解析 5日に一回実行（大気外力：JRA-55） 1週間かけて実行（大気外力：JRA-55）

速報解析 毎日実行（大気外力：JRA-55） 毎日実行（大気外力：GSM）

フロート、船舶、ブイ等の現場観測
同化に用いる観測 衛星海面高度観測 (Jason-3, Saral, CryoSat-2)

MGDSST、海氷解析

報の基礎資料等の用途で使用するために実行される。

2.2.13.3 精度検証
JPNシステムの精度を評価するために、解析 (NPR-

4D-Var) ・予測それぞれについて過去実験を実施し、
旧システムMOVE-WNPとの精度比較を行った。
遅延解析の実験期間は 2018年 1月～2019年 12月で
ある。現場観測データ（フロート、船舶、ブイ等）と
観測点直近格子の解析値との差を誤差として解析精度
を検証した。NPR-4D-Var, WNP-3D-Varの日本近海
の 100 m深水温のRMSE比較結果を図 2.2.69に示す。
NPR-4D-Var では広い範囲で RMSE が減少し、特に
黒潮続流域・本州東方で顕著に改善していることが確
認された。1, 50, 200, 400 m深水温でも同様の改善が
認められた（図略）。
予測については 2019 年 9 月 1 日から 2020 年 5 月

31 日までを初期日とする実験を行った。JPN 領域全
域を対象に 100 m深水温で精度を比較した結果、JPN

のRMSEはMOVE-WNPに対し、予報 1日目では 33

%、予報 11日目では 15 %ほどRMSEが減少しており
（図略）、JPNシステム導入により、予報精度も改善す
ることが確認された。
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表 2.2.9 海洋モデルの仕様
システム MOVE-WNP JPNシステム

モデル NP WNP GLB NP JPN

モデルバージョン MRI.COM v2.4 MRI.COM v4.6

対象海域 北太平洋 北西太平洋 全球 北太平洋 日本近海

水平解像度 0.5度 0.1度 東西 1度×南北 0.5度 約 10 km 約 2 km

鉛直層 54層 60層

解析値 3D-Var GLB-3D-Var NPR-4D-Var

初期値作成 IAU期間 5日間 実行日前 3日間

大気外力 GSM（毎 3時間値、11日予報） GSM（毎 3時間値）
全球 EPS（日別値） 全球 EPS（日別値、延長予報）

気圧への応答 なし あり

潮汐過程 なし あり（主要 8分潮）

河川水 なし JRA55-do(Tsujino et al. 2018)気候値

図 2.2.69 旧システムMOVE-WNPと JPNシステム解析 (NPR-4D-Var) での 100 m深水温 RMSE。左図はMOVE-WNP、
中央はNPR-4D-Var、右図は (MOVE-WNP) - (NPR-4D-Var) の差である。差分の図は赤がNPR-4D-Varでの改善を示す。
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